
平成１８年度事務事業(平成１７年度実施事業）評価総括一覧

※１　総合評価　Ａ：計画どおり事業を進めることが適当、Ｂ：事業の進め方等に改善は必要、Ｃ：事業規模、内容、実施主体の見直しが、Ｄ：事業の統合、休・廃止の検討が必要

※２　次年度優先度　　◎拡充、増額、○：今年度並み、▲：縮小、減額、×：休止、廃止
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1 100200議会運営事業 一般事業
議会事務
局

65,120

議会運営･議員活動の円滑
化と活性化を図るととも
に、住民等に広く正確な活
動情報を提供する。

配布件数 件 71006808閲覧件数 件 － － Ｃ
ホームページへの
掲載もしてくださ
い。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

議会特有のイメージを親しみやすい
ものにするために掲載記事の検討は
必要である。またホームページとの
調整も必要である。

親しみやすいもの
にするための検討
をする。

Ｂ

住民により親しまれる議会だよりに
するために、掲載記事の検討やホー
ムページとの調整が必要である。

○

2 100300
議会管理事務事
業

一般事業 議会事務局 2,234

議会全般に関わる所掌事務
の調整を図る。

正確度 ％ 100 100製作日数 日 60 21 Ｂ

引き続き成果の質
を落とすことな
く、コスト削減に
努めてください。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

会議録は地方自治法の規定により作
成（調整）が義務づけられており、
本会議の内容を記録した唯一の記録
である。そのため成果品の正確さは
重要である。迅速に作成することは
必要だが、正確さに欠けては意味が
ない。このまま進めることが適当で
ある。

情報化時代を迎
え、インターネッ
ト配信を導入して
いる自治体もあ
る。検討の余地も
見受けられる。

Ａ

迅速かつ正確な会議録の作成（調
整）に努めるとともに、、会議録の
インターネット配信についても検討
する必要がある。

○

3 100500
総務管理事務事
業

一般事業 総務課 22,199

総務事業の適正な運営を図
り、村民及び職員の安全を
確保する。

需要費(消
耗品費）
の削減

千円 82626386
職員互助
会補助金

千円 10001000Ｃ

１８年度からは、
職員互助会補助金
額を半減する方向
で検討してくださ
い。

公的関
与が必
要であ
る

B A B Ｃ

互助会補助金についてはＨ１９年度
から取りやめる方向で検討中。コス
ト削減については、コピー等におい
て多少の削減できる可能性がある。

両面コピー機能の
活用により、コ
ピー紙の消費を控
えることによりコ
スト削減を図る。 Ｃ

管理経費の中で大きなウエイトを占
めるコピー経費削減を図る必要があ
る。職員互助会補助金については、
Ｈ１９から廃止する。

▲

4 100700
基幹業務ｼｽﾃﾑ管
理事業

一般事業 総務課 8,679

財務会計システム、給与シ
ステムの安定稼働を確保す
ることにより、財務会計及
び給与事務の効率化を図
る。

システム
停止

回 0 0 － － - - － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

システムの十分な活用を勧めていく
べきである。

現在は､財務会計
システムで新旧併
用処理している
が、H19年度には
一本化する。 Ｂ

財務会計システムの新システムへの
移行を円滑に実施する必要がある。

○

5 100800例規管理事業 一般事業 総務課 4,111

適正な条例・規則を保持
し、条例規則をデータにて
管理する。

データー
化の本数

本 － 35
条例･規則
の数

本 － 35 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B B Ｂ

現在、加除本とデータで管理してい
るが、ホームページで公表すること
により、加除本を無くすことができ
ないか。

将来的にはホーム
ページで公表する
ことにより、加除
本をなくし、コス
ト削減を図りた
い。

Ｂ

加除本を減らす方向で、例規集を
ホームページで公表することについ
て検討する必要がある。

○

6 100900職員研修事業 一般事業 総務課 930

研修参加により職員の意識
向上・資質向上を図る。

県派遣職
員実績
（総人
数）

人 10 10
職員研修
への参加

％ － 56 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

計画的に職員研修に参加することに
より、職員の全体的なレベル向上を
図る必要がある。

計画的な職員研修
を実施するよう人
材育成方針の策定
が必要である。

Ｂ

計画的な職員研修を実施するよう人
材育成方針を策定する必要がある。

○

7 101000
公共バス運行支
援事業

補助金事
業

総務課 15,580

村民の足となる公共交通機
関を存続すべく、補助金に
て公共交通を補助し、住民
の利便向上を図る。 バス利用

者数
人 140 124 － － － － Ｃ

住民にとって必要
な事業と思われる
が赤字補填を軽減
する方策を検討し
てください。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

三重交通㈱に利用者促進のPR（バス
カードなど）を積極的に働きかける
必要がある。

バスカード等の販
売を役場で積極的
に行う。

Ｃ

現在の利用者の利便を確保しなが
ら、１９年度の更新に向けて運行形
態等の見直しを検討する必要があ
る。また、役場への乗入れについて
は、現行バスの路線延伸計画と合わ
せて廃止の方向で検討する必要があ
る。

◎

8 101100区長会 一般事業 総務課 5,348

村と地区住民との連携を図
る。

会議出席
人数

人 115 115
地区組織
加入世帯

％ － 78 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｃ

区長会を村行政の周知手段としてい
るため、依頼方法の検討が必要であ
る。また、区長会を住民の意見集約
の会に発揚してもいいのではない
か。

住民の意見交換・
集約の会として位
置付けるのか､ま
たは､別に地区懇
談会のようなもの
を定期的に行うの
か今後検討すべ
き。

Ｃ

住民の意見交換・集約の場として位
置づけるのか、別に地区懇談会のよ
うなものを定期的に開催するかを検
討する。

◎

9 101110
防犯設備維持管
理事業

一般事業 総務課 1,515

増えつづける犯罪を未然に
防止するため、防犯灯の新
設・修繕を行い、設備の充
実を図る。

夜間巡回 回 12 2 － － － － Ｂ

過去の犯罪発生件
数箇所を警察等の
資料により適確に
把握して、より効
果的に設置箇所を
確定してくださ
い。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

住民要望だけでなく、行政から積極
的に設置する必要がある。

業者にも積極的に
危険箇所を把握し
てもらう。

Ｂ

住民の新設要望に円滑に応えるとと
もに、行政が日常点検や修繕を主体
的に実施する必要がある。

○

所属名称
前年度評価 1次評価 ２次評価委員会

H17事業費
(千円）

事業の意図
成果指標① 成果指標②

ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別
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10 101200防犯対策事業 一般事業 総務課 1,327

安全・安心・安定の村づく
りを目指し、犯罪の発生を
未然に防ぐため、防犯対策
の周知を図る。

ふくろう
隊参加人
数

人 68 72
補助金申
請者

人 30 15 － －

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｂ

学校、保育園、保育所、警察など関
係機関の連携が必要である。補助金
申請者の増加が必要である。

不審者情報の連絡
体制の確立。補助
金のさらなるPRを
おこなう。

Ｂ

犯罪発生抑止の為、学校、保育園、
保育所、警察など関係機関との不審
者情報の共有化と補助金事業のＰＲ
が必要である。

○

11 101300
村広報等発行事
業

一般事業 企画課 7,006

住民参加のむらづくりを推
進するために、村政や生活
に関わる情報を住民にわか
りやすく確実に提供する。

誤り件数 件 0 2
未配達件
数

件 0 1 Ｃ
ホームページへの
掲載もしてくださ
い。

公的関
与が必
要であ
る

A C B Ｃ

広報誌の内容の充実させながら、
ホームページの活用を調整していく
必要がある

H18新規：印刷業
者見直し（前回
H15　※ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞ
ﾙ）　 ＰＤＦファ
イル納品、ﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞに登載

Ｃ

広報誌の内容の充実させながら、
ホームページの活用を調整していく
必要がある

▲

12 101400
村ホームページ
事業

一般事業 企画課 420

飛島村公式ホームページの
村政やくらしに関する情報
を随時更新して、最新の情
報を村民に提供することに
より、発信する情報の充実
を図るとともに、親しまれ
るホームページにする。

閲覧件数 件 255500273750－ － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A C B Ｃ

従来の広報紙とは一線を引いた、見
やすく、探しやすいホームページの
検討が必要である。また、委託部分
を極力控えた更新を可能とする構成
を考える。

H18新規：ﾘﾆｭｰｱﾙ
（H14創設）し、
見やすく探しやす
いホームページ構
築を目指す。 Ｃ

従来の広報紙とは一線を引いた、見
やすく、探しやすいホームページの
検討が必要である。また、委託部分
を極力控えた更新を可能とする構成
を考える。 ▲

13 101500
会計管理事務事
業

一般事業 会計室 1,405

公金の支払、現金及び有価
証券の出納保管を行う。

指定金融
機関の派
出日数

日 246 246
指定金融
機関の検
査

回 1 1 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

現状通り事務を進めることが適当で
ある。

Ａ

円滑で適正な会計管理事務を遂行す
る。

○

14 101600
庁舎等維持管理
事業

一般事業 総務課 61,778

来庁者が役場を利用される
際に、支障のないように庁
舎等の使用目的が達せられ
るよう維持管理をする。 改善され

た数
件 0 18 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A C C Ｃ

修繕を計画的に推進するために修繕
個所を掌握する必要がある。

日常点検簿等を作
成し､修繕個所の
掌握をする。

Ｃ

アスベスト対策、空調設備等の改修
を行うとともに、職員で行える範囲
での目視点検等により、計画的な修
繕が行えるよう修繕箇所を把握す
る。 ◎

15 101700財産管理事業 一般事業 総務課 7

指定管理者制度の導入によ
り公の施設を適切に維持管
理する。
普通財産の払い下げ等にお
いて、適切な管理をする

払い下げ
件数

件 0 0
指定管理
者

件 2 2 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

公有財産の適正な管理のため、必要
である。

指定管理者制度を
有効利用し、施設
管理のあり方を検
討する。

Ａ

指定管理者制度を有効利用し、施設
管理のあり方を検討する必要があ
る。

○

16 101800車両管理事業 一般事業 総務課 4,390

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い状態に
する。 事故等発

生件数
件 0 2 利用回数 回 0 2486－ －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

職員の安全を守るため、車両等の日
常点検を励行し、不良個所の早期改
善をしている。

Ｂ

利用者の安全を守るため、車両等の
日常点検を励行し、不良個所の早期
改善を図る必要がある。又、現行車
両（スターレット）の更新が必要で
ある。 ◎

17 102000支所管理事業 一般事業 木場支所 2,246

飛島村役場の支所として西
部臨海工業地区の企業各社
及び勤務者の方々の利便を
図る。 諸証明の

発行枚数
枚 － 8

飛島バス
の定期券
の売上枚
数

枚 － 698 － －

公的関
与が必
要であ
る

D C C Ｃ

支所業務は切手、公共バス定期券等
の販売、行政財産使用業務、維持管
理業務に過ぎない。公民館業務に関
しては、年間を通して活用されてい
るが、支所業務に関しては全般を通
して検討が必要である。

支所業務に関して
は全般的な検討を
する。

Ｄ

現在の支所業務の代替案を模索しな
がら、支所の廃止に向けた検討をす
る必要がある。

×

18 102100
郵便切手購入事
業

一般事業 木場支所 1,199

企業及び就業者の利便性を
図るため切手・収入印紙等
を購入し販売する。

切手販売 枚 － 18767－ － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後引き続き継続する必要がある。

Ｄ

現在の支所業務の代替案を模索しな
がら、支所の廃止に向けた検討をす
る必要がある。

×
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19 102300
企画管理事務事
業

一般事業 企画課 1,743

企画に関わる全般的な所掌
事務の調整を図る。

あいち電
子自治体
参加事業
数

件 6 6

市町村ゼ
ミナール
参加職員
数

人 12 1 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

職員の政策形成能力を高めるため
に、市町村ゼミナール等の外部研修
を活用する。

多様化する住民
ニーズの対応する
ために、職員の政
策形成能力を高め
るために、市町村
ゼミナールを活用
する。

Ｂ

職員の政策形成能力を高めるため
に、市町村ゼミナール等の外部研修
を活用する必要がある。

○

20 102400
行財政改革推進
事業

一般事業 企画課 1,186

行政運営の効率化と財政の
健全化を図るために住民参
加の委員会を設置するとと
もに、事務事業評価を実施
し、取り組み状況を公表す
る。

発表会出
席者

人 100 127
事務事業
評価効果

％ 80 84 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

事務事業の評価対象件数及び職員の
意識向上に改善の余地がある

行財政改革推進大
綱の実現（H17～
H22）、総計、予
算編成・執行、決
算・評価の一元管
理と職員研修の充
実を図る。H18新
規：全事業評価
（200事業）

Ｂ

職員の意識向上策に更なる検討をす
る。

○

21 102500地域活動事業
補助金事
業

企画課 1,782

地域の自治組織や団体の育
成を図るため、住民が主体
的に取り組む地域活動を支
援する。 申請地区

（団体）
数

件 16 13 活動紹介 回 3 0 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｃ

現在、申請団体や活動内容に変化が
みられない状況のため、住民主体の
取組みの必要性や補助対象の見直し
を検討する必要がある

講師を招いて、地
区を代表する区長
と生涯学習推進員
との合同研修会及
び補助金説明会を
開催

Ｃ

数年来各地区で取組まれている環境
美化活動もマンネリ化しており、申
請団体も固定化してきている。今一
度地区住民の主体的な取り組みを喚
起させるために情報提供や補助対象
の見直しを検討する必要がある。

◎

22 102600
名港西部臨海企
業連絡事業

補助金事
業

企画課 507

飛島村の臨海部（西2区、
西4区）に所在する企業の
連絡組織の育成と活動の活
性化を図る。 加盟企業

数割合
％ 91.491.4

企業連絡
協議会と
して事業
参加回数

回 8 9 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

企業連の財務状況の的確な把握 企業連の財務状況
と活動内容を精査
し、補助額の再検
討を行う

Ｂ

臨海部企業との連携を円滑に行うた
めに必要な補助金であるが、補助金
の使途について精査する必要があ
る。

○

23 102700
名古屋港利用促
進事業

補助金事
業

企画課 11,593

名古屋港の利用促進に関す
る諸活動を名古屋港管理組
合や所在市町村、民間企
業、団体と連携して多目的
かつ効果的に遂行すること
により飛島ふ頭を始めとす
る名古屋港湾の振興に資す
る。

ポート
セールス
参加者

人 12581319 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も名古屋港の利用促進を進めて
いく必要がある

Ａ

今後も臨海部の振興施策として、所
在市町村、企業、港湾関係者が一体
となって産官連携して行う名古屋港
の利用促進活動に対して助成する必
要がある。 ○

24 102800
名港飛島公共交
通バス利用促進
事業

補助金事
業

企画課 42,370

飛島村の臨海部（西2区、
西4区）に立地する企業の
従業員が自家用車及び貸切
バスを利用せずに通勤でき
るように運行している名港
飛島バス公共交通バス利用
促進協議会(H11～H2O年度
名古屋ｼｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽに委託）
の事業活動の育成を図る。

バス利用
者数

人 95313108795－ － － － Ｃ
１次評価にある改
善計画で進めてく
ださい。

公的関
与が必
要であ
る

A A D Ｃ

公共交通状況の変化により、将来的
なバス事業の効率的な運営方法（経
路、便数）について検討する必要が
あるが、２０年度までは現状運行と
し、更なる利用者増加を図る。

21年度からの契約
更新に備えて、公
共交通のあり方に
ついて検討する必
要がある。 Ｃ

臨海部企業の活発な事業活動とあわ
せて就業者の公共バス需要は年々伸
びており、赤字損失を補填する補助
金も減少傾向にある。現行の委託会
社との契約が終了するH20年度に向け
て今後の事業の方向性を検討する必
要がある。

▲

25 102900村表彰事業 一般事業 総務課 407

村に顕著な功績のある方々
に対し、表彰を行います。

被表彰者
数

人 17 17
広報等掲
載

回 1 1 Ｃ

１次評価の改善計
画に加え、表彰基
準の簡素化を検討
してください。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

18年度から功労者の必要年数の見直
し等を行った。

Ａ

改正された村表彰条例の適正な運用
を図る必要がある。

○

26 103000
交通安全推進事
業

一般事業 建設課 2,219

交通安全活動を通じて、村
民全体の交通安全意識の高
揚を図る。

参加人数 人 1600520参加人数 人 483 483 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

交通安全教室に王道はないため、よ
り効果的な運動方法や教室の方法を
見つけ出し、実践していく必要があ
る。

県や警察と情報交
換をすることに
よってより効果的
な運動方法や教室
方法を見つけ出
し、住民の交通安
全意識を向上させ
る。

Ｂ

地域住民や警察と連携を密にすると
ともに街頭監視活動や交通安全教室
などの啓発活動の充実を図る必要が
ある。

○

27 103100
交通安全施設維
持管理事業

一般事業 建設課 6,528

通行者の安全を図るため、
道路照明及び地下道の適切
な管理を行う。

地下道保
守回数

回 240 240 充足率 ％ 100 100 Ｂ

補修箇所について
は、住民から積極
的に情報提供して
もらえるような仕
組みを作ってくだ
さい。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

安全で快適な交通環境を確保するた
めに、状況把握の方策を検討しなく
てはならない。

住民との情報交換
や職員の巡回によ
り施設の状況を把
握し、より快適な
交通環境を図る。 Ｂ

住民との情報交換や職員の巡回によ
り施設の状況を把握し、適正かつ円
滑な対応が必要である。

○
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ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別

28 103200
交通安全施設整
備事業

施設整備
事業

建設課 3,856

歩行者・自転車通行者の安
全確保と自動車交通の円滑
化を進めるため、道路反射
鏡、区画線等を設置する。

設置率 ％ 100 100 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

区長からの要請を整備する方策を検
討する。

どのような箇所に
設置するか等、
ルールを作る必要
がある。

Ｂ

地区住民の要望にそった交通安全施
設の整備を円滑かつ計画的に実施す
るために、ルールを整備する必要が
ある。

○

29 103300車両管理事業 一般事業 建設課 423

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い状態に
する。

稼働率 ％ 100 100 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

車両管理を効率的かつ経済的に管
理・運営するために、計画通り事業
を継続する。

今後も同様の管理
を継続させていく
必要がある。

Ｂ

車両管理を効率的かつ経済的に管
理・運営するために、計画通り事業
を継続する必要がある。

○

30 103400
基幹業務ｼｽﾃﾑ機
器管理事業

一般事業 企画課 12,449

住民記録、国保、年金、課
税・収納、保育料及び財務
会計等の機関業務システム
機器の管理運営を円滑に実
施し、安定稼動を確保す
る。

NewＬｉｆ
ｅ利用停
止回数

回 0 0
財務会計
利用停止
回数

回 0 0 Ｂ
更新時に十分なコ
スト削減を検討し
てください。

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ

保守委託内容を精査し、安定した稼
動を損なわない範囲内での事業費削
減

利用頻度、保守内
容、取扱業務等を
精査し、保守委託
料の更なる精査を
図る Ｃ

保守委託内容を精査し、安定した稼
動を損なわない範囲内での事業費削
減を図る。

▲

31 103500
情報ｼｽﾃﾑ機器管
理事業

一般事業 企画課 10,605

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱｼｽﾃﾑ、総合行政
情報ﾈｯﾄﾜｰｸ（LGWAN)等の情
報ｼｽﾃﾑ機器の管理運営を円
滑に実施することにより、
安定稼動を確保するととも
に業務の効率化を図る。

クライア
ントＰＣ
利用停止
回数

回 0 0
ＬＧＷＡ
Ｎ利用停
止回数

回 0 0 － －

公的関
与が必
要であ
る

B A C Ｃ

保守委託内容を精査し、及びグルー
プウェアシステムの効果的使用法の
徹底

利用頻度、保守内
容、取扱業務等を
精査し、保守委託
料の更なる精査を
図る Ｃ

保守委託内容の精査及びグループ
ウェアシステムの効果的使用法の徹
底を図る。

▲

32 103700
固定資産評価審
査委員

一般事業 税務課 32

固定資産評価に対する異議
申し立てに関し審査を行
う。

評価審査
委員会実
施回数

回 1 1
異議申立
て件数

件 0 0 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

法律に基づき委員会を設置している
ため、現状のまま進める

Ａ

法令に基づき委員会の適正な運用を
図る必要がある。

○

33 103800
税務管理事務事
業

一般事業 税務課 1,501

税務全般に関し、適正な管
理を実施する。

確定申告
研修会参
加延人数

人 12 11
租税教室
（学校）
参加者数

人 85 85 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

現在の状況を維持していく

Ａ

税に関する情報提供や職員の資質向
上を図る必要がある。

○

34 103900車両管理事業 一般事業 税務課 172

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境に
する。 滞納整理

訪問件数
件 60 75

現地調査
実施回数

回 48 49 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

現在の状況を維持していく

Ｂ

車両管理を効率的かつ経済的に管
理・運営するために、計画通り事業
を継続する必要がある。

○

35 104010
賦課徴収事務事
業

一般事業 税務課 51,881

各税の適正かつ公平な課
税、納期限内納付の徹底と
滞納者及び滞納金額の減少
を図る。

徴収率 ％ 96 99.2不服申立 件 0 0 Ｂ
1次評価にある改善
計画に沿って進め
てください。

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

他市町村の前納報奨金の状況を見な
がら事務改善をしていかなければい
けない

県内の市町村が前
納報奨金を廃止す
るとともに本村も
廃止の検討をする

Ｂ

他市町村の前納報奨金の状況を調
査、廃止に向けて検討する必要があ
る。

○

36 104200
戸籍住基台帳管
理事業

一般事業 住民課 6,435

各種行政の基礎であり、個
人の身分関係を公証する戸
籍・住居関係を公証する住
民基本台帳等を、電子計算
機を使い管理し、事務処理
の正確性を確保するととも
に、証明書交付事務の迅速
化を図る。

差し替え
件数

件 10 6 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

今後も戸籍住基台帳管理事業の健全
な推進を図るとともに、住基カード
の普及に努める。

Ｂ

戸籍住基台帳管理事務の適正な処理
と、住基カードの普及について検討
する必要がある

○
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37 104300
選挙管理委員会
管理事業

一般事業 総務課 1,037

法律で定められた委員会事
務を適正に執行し、民主政
治の基となる選挙の管理事
務を適正に遂行する。

選挙にか
かる情報
提供

回 12 3 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

さらなる適正な管理のため、研修な
ど積極的に参加する必要がある。

Ａ

委員会の適正な運用と管理を図るた
めに、研修等に積極的に参加する必
要がある。

○

38 104400選挙啓発事業 一般事業 総務課 310

選挙の投票率の向上のた
め、啓発活動を行う。

投票率 ％ 80 75.38啓発活動 人 30 30 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

投票率向上のため、研修など積極的
に参加する必要がある。

明るい選挙の研修
会に参加する。

Ｂ

投票率向上のため、明るい選挙推進
委員と合同で研修など積極的に参加
する必要がある。

○

39 104600
統計調査管理事
業

一般事業 企画課 95

統計調査を円滑に実施する
ために全般的な調整を図る

統計職員
参加回数

回 5 3
調査員参
加回数

回 1 0 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も円滑な調査ができるように調
整していく必要がある

Ａ

各種調査活動が円滑に実施できるよ
う、適正に事務を遂行する必要があ
る。

○

40 104700
工業統計調査事
業

一般事業 企画課 273

事業所数、従業者数、製造
品出荷額、原材料使用額を
調査し、工業の実態を明ら
かにし、工業に関する基礎
資料を得る。

調査票回
収率

％ 10097.6 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

調査票回収率が１００％となるよう
に事業者の理解が得られるようにす
る必要がる

Ａ

調査票回収率が１００％となるよう
に事業者へのＰＲを推進する必要は
ある。

○

41 104900
監査委員会管理
事業

一般事業 議会事務局 610

監査委員会全般に関わる所
掌事務の調整を図る。村の
財政事務が、適正かつ効率
的に行われるようにする。 定期監査

の指摘数
件 － 0 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

定期的な監査等を実施することによ
り、適正かつ効率的に財政事務が行
われているため、このまま進めるこ
とが適当である。

Ａ

委員会の適正な運用と管理を図るた
めに、研修等に積極的に参加する必
要がある。

○

42 105200
民生委員活動事
業

一般事業 保健福祉課 389

民生委員活動の支援及び連
絡調整を図る。

相談・支
援件数

年/件 5 5 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後、経済的状況、社会的状況の悪
化により、経済的、社会的弱者が増
加すると思われ、この組織による事
業の意義は大きい。

Ａ

委員会の適正な運用と管理を図るた
めに、研修等に積極的に参加する必
要がある。

○

43 105300団体活動事業 一般事業 保健福祉課 331

保護司、人権擁護委員の活
動の支援及び連絡調整を図
る。

研修会参
加延人数

人 21 20 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当で
ある。

Ａ

保護司、人権擁護委員が円滑かつ適
正に活動できるよう、情報提供や連
絡調整の充実を図る必要がある。

○

44 105400
蟹江少年補導委
員活動事業

一般事業 保健福祉課 60

蟹江少年補導委員の自主的
活動の促進、啓発活動の連
携を図る。

連絡会議
開催回数

回 6 6 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

健全な青少年を育む地域社会の基盤
作りを目指した活動事業の意義は大
きい。

少年の健全育成に
向けた立ち直り支
援活動・少年の健
全育成を阻害する
有害環境の浄化 Ａ

少年補導員が円滑かつ適正に活動で
きるよう、情報提供や連絡調整の充
実を図る必要がある。

○

45 105500
社会福祉協議会
運営事業

補助金事
業

保健福祉課 24,180

飛島村社会協議会の運営に
対して助成をする。

事業回数 回 63 71 加入率 ％ 21 21 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も地域福祉の推進を図るために
は適当である。

Ｃ

広範な事業を受託できるよう職員体
制の充実を図る必要がある。

◎
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46 105600
伊勢湾台風殉難
の碑管理事業

一般事業 保健福祉課 118

伊勢湾台風殉難者を慰霊す
るために碑の適正管理を行
う。

樹木剪定 回 1 1 樹木消毒 回 3 3 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

景観の整備維持については、適正に
管理している。

Ａ

伊勢湾台風殉難の碑の整備及び維持
管理を適正に行う必要がある。

○

47 105700
くらしを育てる
資金事業

一般事業 保健福祉課 0

生活の為に必要な資金を調
達することが、困難な者に
対し、資金をあっせんす
る。

融資件数 件 0 0 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

生活困難な者に一時的に融資は必要
である。

Ａ

くらしを育てる資金事業の適正な運
用を図る必要がある。

○

48 105800車両管理事業 一般事業 保健福祉課 346

日本赤十字社飛島分区車両
の定期点検、車検等の法定
点検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境に
する。

走行距離 Ｋｍ 55005603広報活動 回 90 95 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も管理継続する。

Ｂ

利用者の安全を守るため、車両等の
日常点検を励行し、不良個所の早期
改善を図る必要がある。

○

49 106000
国民年金事務取
扱事業

一般事業 住民課 1,284

国民年金に関する周知及び
届書・申請書・請求書等の
受付を行ない社会保険事務
所へ送付する被保険者の資
格管理を電算システムを使
用して適性に行う。

届書等取
扱件数

件 340 349
広報掲載
回数

回数 3 3 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

今後は、より一層、国民年金事業の
周知徹底を図る。

Ｂ

国民年金事業の周知活動を充実させ
る必要がある。

○

50 106300
給食サービス事
業

一般事業 保健福祉課 88

独居老人・高齢者世帯等の
食生活の改善と健康増進を
図り、併せて安否確認を行
なう。 月平均利

用者数
人 120 56 利用率 ％ 23 26 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｃ

介護保険法改正により食事代が自費
になったことをふまえ負担割合等、
見直しの余地はあると考えられる。
また、配食サービスの社福への全面
委託でコストの低減が図れる。

申請者のニーズを
把握確認し、配食
回数や実費負担額
の検討が必要であ
り、社福への配食
委託でコストの低
減が図れる。

Ｃ

自己負担額の減額や回数の増加な
ど、サービスの拡充とその配膳方法
について検討する。

◎

51 106400
生きがい活動支
援事業

一般事業 保健福祉課 435

心身の機能が低下している
在宅の要援護者等に対し、
心身機能の維持向上・閉じ
こもり防止を図るためサー
ビス提供をすることにより
日常生活への支援を行な
う。

参加延べ
人数

人 510 430 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

開催回数等を増やしたり、内容等マ
ンネリ化しないように新しいアイ
ディアや工夫が必要である。

外部から講師を呼
んで内容の充実を
図る。

Ｂ

高齢者の生きがい活動を支援するた
めに、各種教室の開催方法や内容の
検討する必要がある。

○

52 106500
老人援護対策事
業

一般事業 保健福祉課 457

援護が必要な高齢者に対し
て、必要なときに適切な社
会資源の活用やサービス提
供をすることによって、要
援護者の生活の助言、社会
的孤立感の解消、心身機能
の維持向上等を図るととも
に、その家族の身体的・精
神的な負担の軽減を図る。

利用延べ
人数

人 36 24
訪問延べ
件数

件 429 429 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

高齢者人口の増加に伴い、要介護老
人、独居老人等社会的弱者の増加も
今後考えられる。このため生活向
上・生活支援に必要な事業であり、
今後も計画どおりに実施する。

Ａ

要介護老人、独居老人等社会的弱者
の生活向上・生活支援を計画的に実
施する必要がある。

○

53 106600
老人福祉対策事
業

一般事業 保健福祉課 973

高齢者及び在宅の要援護
者、その家族に対し日常生
活の便宜を図り、介護者の
労苦を軽減するとともに、
その有する能力に応じ自立
した日常生活を営むことが
できるように支援する。さ
らに介護ヘルパーを養成す
る。

見舞金支
給回数

人 2 2
ヘルパー
受講支援
者数

人 3 1 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ

ヘルパー受講支援は介護者支援の充
実につながりにくい内容等があり見
直し改善が必要である。又、ねたき
り見舞金の継続も県制度の廃止にあ
わせ見直しを図る。

社福を窓口とし受
講終了後ヘルパー
登録し活動につな
げる。県制度にあ
わせ見舞金の廃止
等を検討。

Ｃ

受講支援と寝たきり見舞金の廃止を
検討する。

▲

54 106700緊急通報事業 一般事業 保健福祉課 385

独居老人や高齢者世帯等の
急病・事故等、救助を必要
とする緊急事態に対応す
る。 設置延べ

台数
台 11 11 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

急速な高齢化社会に加え、核家族化
が進む中緊急時の不安を解消し生活
の安定を図るために有効な事業であ
り今後も計画通り実施する。

Ａ

独居世帯の緊急時の不安を解消し生
活の安定を図るために計画的に実施
する必要がある。

○
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55 106800
老人福祉施設支
援事業

一般事業 保健福祉課 21,921

施設利用者及び入所者に対
し、心身の健康の保持・生
活の安定を図るために支援
する。 サービス

利用者数
人 3 0 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

高齢者、障害者の弱者支援対策事業
は必要不可欠であるが、利用者への
PRを更に実施し利用効果が図れるよ
うにする。

利用者へのPRを更
に強化し、サービ
ス希望者への個人
指導も行ってい
く。 Ｂ

老人福祉施設利用者へのPRを更に強
化し、サービス希望者への個人指導
を実施する必要がある。

○

56 106900
福祉タクシー助
成事業

一般事業 保健福祉課 419

要介護老人、独居老人、高
齢者世帯が容易に外出でき
るようタクシーチケットを
交付することで、自立支援
を促し更に介護者の負担を
軽減する。

利用率 ％ 60 39 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

独居、介護老人、高齢者世帯の外出
支援の事業であるが、事業内容を理
解し利用しやすいようにケアマネ・
地区民生委員等を通じ説明等PRを
行って更に利用者の増加を図る。

広報を始め高齢者
の外出支援を必要
とする者にケアマ
ネ等を通じて個人
指導していく。 Ｂ

広報を始め高齢者の外出支援を必要
とする者にケアマネ等を通じて個人
指導を実施する必要がある。

○

57 107000敬老会事業 一般事業 保健福祉課 2,314

多年にわたり地域社会の発
展に貢献された老人に対
し、敬老金を支給し感謝の
意を表すとともに記念品等
を授与し、参加者の交流の
場を提供する。

参加率 ％ 80 67 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｂ

敬老者を敬う事業であり、高齢者の
生きがいづくりため継続が必要であ
るが、敬老金支給については交付内
容に検討を要する。

高齢者が増加傾向
にある中、敬老金
支給対象年齢及び
支給額の見直しが
必要。 Ｂ

高齢者が増加傾向にある中、敬老金
支給対象年齢及び支給額の見直しを
検討する必要がある。

○

58 107100長寿奉祝事業 一般事業 保健福祉課 5,903

地域社会の発展向上に貢献
された長寿者に奉祝金を支
給し、併せて家族の労をね
ぎらう。

対象人数 人 14 14 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

B A C Ｃ

高齢化が進む中、年々長寿奉祝金の
支給額が増加する一方であるため過
剰な奉祝金額の見直しが必要であ
る。

高齢化が進む中、
年々長寿奉祝金の
支給額が増加する
一方であるため奉
祝金の見直しが検
討事項である。

Ｃ

長寿の方に対して、奉祝金とは違う
形で提供できる新たな代替サービス
を検討する必要がある。

▲

59 107200
家庭奉仕員派遣
事業

一般事業 保健福祉課 20

適切な介護、家事等の日常
生活の世話を行ない、高齢
者等の健全で安らかな日常
生活が営めるように援助す
る。

派遣延べ
人数

人 48 48 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

介護者支援の充実や福祉サービスの
向上には欠かせないものであり計画
通り事業を進めることが適当であ
る。

Ａ

介護保険非該当者の日常生活を支援
するために円滑な実施が必要であ
る。

○

60 107300
健康老人表彰事
業

一般事業 住民課 541

老人保健法による医療受給
資格を有する70歳以上の住
民で、前年度の医療費が5
万円以下の者を賞状に記念
品を添えて表彰する。

被表彰者
人数

人 70 48
広報周知
件数

回 1 1 Ｂ

将来的には代替手
段を検討しながら
事業を進めてくだ
さい。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

模範となる健康老人の表彰は、健康
管理に対する認識を深め健やかな老
後を確保することに繋がる。しかし
ながら、表彰品については見直す余
地がある。

表彰品の羽毛布団
については過去何
十年と続いている
ので、他町村の水
準を見ながら見直
しの検討をする。

Ｂ

表彰品の羽毛布団については過去何
十年と続いているので、他町村の水
準を見ながら見直しの検討をする必
要がある。

○

61 107400
老人医療給付事
業

一般事業 住民課 8,821

老人医療受給者のうち、障
害者等の医療費の一部負担
金を扶助する。

給付金件
数

件 25802944 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も身体的・家庭環境に恵まれな
い人に対して助成を継続していく

Ａ

障害者等の医療費支給を適正に実施
する必要がある。

○

62 107500
高齢者生きがい
活動支援事業

補助金事
業

敬老センタ
－

344

ゲートボールを通じ、高齢
者が健康で生きがいを持っ
て活動できるよう支援する

参加率 ％ 90 93.1会員数 人 45 44 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

疾病や対人関係で退会する人もお
り、会員が減少する傾向にある。新
規に会員を増やすためにも、さらに
詳しい原因の追求分析と一方で魅力
ある協会として存在するためにはど
うしたらいいか、会長はじめ会員と
ともに相談し改善していく必要があ
る。

村内で行われる大
会をトーナメント
戦から総当り戦と
し試合数を増や
し、何回か試合を
楽しめるようにす
る。また開催回数
をもう１回増やす
ことも検討。又、
新規会員の獲得目
的で教室を開催す
るなど会員確保に
ついても会長はじ
め会員と相談して
いく。

Ｂ

ゲートボール協会との連携を図りな
がら、今後の改善計画にそって見直
しを図る必要がある。

○
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63 107600
老人クラブ助成
事業

補助金事
業

敬老センタ
－

4,065

教養の向上・健康の増進・
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ・地域社会との交
流を支援する

例会参加
参加人数

人 980 911登録者数 人 10721072Ｂ
交付基準や交付形
態を見直してくだ
さい。

公的関
与が必
要であ
る

B B A Ｂ

他市町村を参考に、今後補助額や算
定基礎を見直していく必要がある。

各種行事の参加者
が増えるよう会長
をはじめ会員と話
し合いを行い、補
助額や算定基礎の
見直しを検討す
る。

Ｂ

老齢化が進む中、老人クラブ活動の
推進を図るため必要であるが、現行
の事業内容の見直しが必要である。

○

64 107700
シルバー人材セ
ンター助成事業

補助金事
業

敬老センタ
－

5,694

高齢者の能力を活用し、地
域社会への参加をする。

仕事の受
注件数

件 285 280延べ人数 人 1100011087－ －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

高齢者の能力を活用して地域社会に
参加する。

Ａ

高齢者能力活用した地域参加が望ま
れるため必要である。

○

65 107800車両管理事業 一般事業 保健福祉課 82

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境に
する。

車検・定
期点検回
数

回 2 2 利用回数 回 96 144 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

福祉サービスを提供するための移動
手段であり、迅速に動けるよう計画
通り事業を進めることが適当であ
る。

Ｂ

車両管理を効率的かつ経済的に管
理・運営するために、計画通り事業
を継続する必要がある。又現行車両
（ヘルパー車）の更新が必要であ
る。 ◎

66 108000障害者福祉事業 一般事業 保健福祉課 388

障害者及び家族の仲間づく
り及び情報交換の場を提供
するとともに社会参加を支
援する。

参加率 ％ 80 52.7 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

事業内容をさらに工夫し、ヘル
パー・ボランティアを活用しなが
ら、開催日を検討する。

事業内容をさらに
工夫し、ヘル
パー・ボランティ
アを活用しながら
開催日を検討す
る。

Ｂ

事業内容をさらに工夫し、ヘル
パー・ボランティアを活用しなが
ら、開催日を検討する必要がある。

○

67 108100
障害者援護対策
事業

一般事業 保健福祉課 814

心身障害者（児）及び精神
障害者が、日常生活を容易
に行うために負担金等の一
部を扶助することによって
障害者の自立を支援する。

利用率 ％ 60 28.8 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

障害者等にとって、この事業による
経済的負担の軽減は重要であり、今
後も事業を継続することが適当であ
る。

Ａ

障害者の自立を支援する事業として
継続して事業を実施する必要があ
る。

○

68 108200障害者援護事業 一般事業 保健福祉課 19,722

各種医療・福祉ｻｰﾋﾞｽの負
担金等の一部を扶助するこ
とにより、障害者の自立を
支援する。

受給者数 人 40 25 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

身体障害者福祉法に定められたとお
り交付決定をするため、現状どおり
進める。

Ａ

障害者の自立を支援する事業として
継続して事業を実施する必要があ
る。

○

69 108300
授産所運営委託
事業

一般事業 保健福祉課 6,000

障害者（身体・知的・精
神）への就労の場の提供並
びに、日常生活に必要な指
導及び訓練を行い自立心の
向上及び社会参加への支援
を行う。

利用率 ％ 100 50 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

心身障害者の自立支援及び社会復帰
を目的とする事業であり継続が必要
である。居宅障害者への通所を奨励
していく。

身体・知的相談員
等の協力を得なが
ら通所者を奨励し
ていく。

Ｂ

身体・知的相談員等の協力を得なが
ら通所者の奨励を図る必要がある。

○

70 108400
障害者医療給付
事業

一般事業 住民課 20,064

重度障害者が必要な医療を
安心して受けられるよう、
医療費を支給する。

医療費件
数

件 12001176 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も心身障害者の福祉の増進を図
るため医療費の助成を継続していく

Ａ

重度障害者等の医療費支給を適正に
実施する必要がある。

○

71 108700
社会福祉施設維
持管理事業

一般事業
敬老センタ
－

32,535

施設・設備の充実を図ると
ともに適正な維持管理を図
る。

利用者数 人 2100016307開館日 日 248 248 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

村民のニーズにあった施設の提供を
している

平成18年度に温泉
の一般開放を計画
している。

Ｂ

温泉の一般開放に向けて、事故防止
策及び効率的な運営を図る。

◎
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72 108800
高齢者健康づく
り事業

一般事業
敬老センタ
－

180

老人が明るく健康的に生活
できるよう支援し、閉じこ
もり老人の早期発見・予防
に努める。

健康相談
者数

人 1090810938

社会参加
支援をお
こなった
閉じこも
り者数

人 5 5 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

敬老センターは、健康の維持増進を
目的とし又快適に過ごすことができ
るようにおもてなしをする場でもあ
る。現場の声を聞きながらセンター
に来ることが楽しみと言ってもらえ
るよう常に創意工夫が必要である。

楽しみにされる例
会つくりと、クラ
ブ員が何でも話せ
るような信頼関係
をつくる努力。
又、欠席者の理由
の把握に努め個人
の疾病の状態に応
じた適切な保健指
導。

Ｂ

老人クラブと連携して、敬老セン
ター利用者の満足度を高めるための
環境づくりと未利用者へのＰＲを実
施する必要がある。

○

73 108900車両管理事業 一般事業
敬老センタ
－

598

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境に
する。

利用日数 日 200 200 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

移動手段のない高齢者に送迎の提供
をしている

Ｂ

敬老センター利用者の送迎を安全に
行うため、車両等の日常点検を励行
し、不良個所の早期改善を図る必要
がある。

○

74 109100
行旅病死人取扱
事業

一般事業 保健福祉課 14

行旅病人及び行旅死亡人取
扱法による身元不明者の死
体処理を適正に行う。

官報掲載
回数

回 0 1 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

法に基づき適正に事務処理を継続す
る。

Ａ

行旅病人及び行旅死亡人取扱法によ
る身元不明者の死体処理を適正に行
う必要がある。

○

75 109300
在宅介護支援セ
ンター管理事業

一般事業 保健福祉課 628

在宅の要援護老人及びその
介護者に対し、在宅介護に
関する総合的な相談に応
じ、ニーズに対応した各種
保健・福祉サービスが総合
的に受けられるように支援
する。

相談件数 件 22 49 訪問件数 件 388 517 － －

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｂ

事業自体は法律に基づいて実施して
いるためこのまま継続していくが、
地域包括支援センターへの業務統合
の検討と、それに伴う休日・夜間業
務の実施方法については、検討する
必要がある。

地域包括支援セン
ターの設置に伴
い、在宅介護支援
センターの統合に
ついて検討してい
く。

Ｂ

地域包括支援センターの設置に伴
い、在宅介護支援センターの運用に
ついて検討していく必要がある。

◎

76 109600
保育児保護者団
体助成事業

補助金事
業

保健福祉課 172

家庭と保育所との繋がりを
緊密にするとともに、父母
教育の親展を図る。

親の会活
動数

回 12 19
母の会活
動数

回 12 25 － －

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｂ

親の会・母の会が活動していく上で
の補助は適正であるが、他町村にお
いては、公立のみを補助対象にして
いるので今後見直す必要はある。

家庭と保育所との
つながりを緊密に
し、父母教育の進
展を図る。

Ｂ

保育所・保育園と保護者の連携を円
滑に行うため必要である。

○

77 109700
チャイルドシー
ト購入費支援事
業

補助金事
業

保健福祉課 134

子ども達の生活環境の改善
を図り、チャイルドシート
購入者の負担を軽減する。

交付件数 件 24 13 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

B B A Ｂ

周知方法について検討する必要があ
る。

車に乗車中の子ど
もを交通事故から
守るため、広報等
周知徹底を図る。

Ｂ

購入者の負担軽減のため子育て支援
策として継続していく必要がある。

○

78 109810保育措置事業 一般事業 保健福祉課 67,548

保育園の保育措置事務を適
正に実施する

入所者数 人 10801041 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

法にもとづいていて実施しているた
めこのまますすめていく

Ａ

児童福祉法に基づき、保育園の保育
措置事業を適正に実施する必要があ
る。

○

79 109900
保育バス運行事
業

一般事業 保健福祉課 3,589

保護者の負担軽減と保育児
の安全を確保するため保育
バスを運行する。

利用者数 人 360 264 利用率 ％ 16.714.5－ －

公的関
与は必
要でな
い

C A D Ｄ

現状、利用者が私立のみであり、排
ガス規制がせまりバスの使用期限が
あることに伴い事業を根本的に見直
すべき

バス事業自体の根
本的な見直しをす
る。

Ｄ

現在の利用実態を調査し、代替手法
を模索しながら廃止に向けて検討す
る。

×

80 110000
民間保育所支援
事業

補助金事
業

保健福祉課 12,314

民間保育所職員の処遇向上
を支援する。

保育士数
率

％ 100 111 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

D A C Ｃ

近年、成果指標である保育士数率も
目標をほぼ達成しており、現在の補
助は飽和状態にあると考えられる。

県要綱廃止を鑑
み、村の要綱も補
助率等見直しをす
る。

Ｃ

他の福祉施設に対する補助金制度と
の整合性を図るために、見直しの検
討が必要である。

▲
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81 110100子育て支援事業
補助金事
業

保健福祉課 250

児童福祉施設の実施する子
育て事業を支援することに
より、児童福祉の向上を図
る。

参加者数 人 430 477 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

C A C Ｃ

村の要綱が時代の流れに追いついて
いないので、時代に即した要綱改正
するのが急務

県要綱廃止を鑑
み、村の要綱も補
助対象等見直しを
する。

Ｃ

補助事業の意義が薄れ、その目的と
しても特別な事業については、民間
独自で展開するものであり、見直し
が必要である。

▲

82 110200
児童遊園維持管
理事業

一般事業 保健福祉課 680

児童遊園の環境整備を行な
い、適正な管理を図る。

検査回数 回 12 12 修繕回数 回 0 0 － －

公的関
与が必
要であ
る

D C C Ｃ

公園と児童遊園の区別がつきにくい
ため、児童遊園の存在意義の見直し
必要。

児童遊園の必要性
を再度見直し、児
童・保護者にとっ
て最適な環境づく
りをする。 Ｃ

服岡児童遊園については、機能廃止
する方向で多目的利用と併せて検討
する。

▲

83 110300
児童手当支給事
業

一般事業 住民課 18,576

児童手当制度の周知及びそ
の支給事務を適正に行う。

取扱い件
数

件 31303139周知件数 件 10 8 Ａ １次評価のとおり

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も児童等の保護者に対して助成
を継続していく

Ａ

児童手当制度の周知及びその支給事
務を適正に実施する必要がある。

○

84 110400
乳児医療費給付
事業

一般事業 住民課 18,610

子どもたち(満15歳の年度
末まで)が必要な医療を安
心して受けられるよう、医
療費を支給する。 医療費件

数
件 70006933 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も乳児の福祉の増進を図るた
め、医療費の助成を継続していく

Ａ

乳幼児(満15歳の年度末まで)が必要
な医療を安心して受けられるよう、
医療費を適正に支給する必要があ
る。

○

85 110500
母子福祉費給付
事業

一般事業 住民課 1,780

母子父子家庭の中で、子が
満18歳の年度末までの母子
父子が必要な医療を安心し
て受けられるよう、医療費
を支給する。

医療費件
数

件 300 290 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も母子家庭の母・父・児童の健
康の保持増進を図るため医療費の助
成を継続していく

Ａ

母子家庭の母・父・児童の健康の保
持増進を図るため医療費の助成を適
正に支給する必要がある。

○

86 110700保育所運営事業 一般事業 第一保育所 9,187

保育所入所児が心地よい生
活環境の中で、心身ともに
健全に育ち豊かな人間性を
育むことが出来る様、保育
の向上を目指すとともに、
より良い保育環境作りをす
る。

保育所入
所児数

人 58 71
延長保育
人数

人 0
朝11・
夕15

－ －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

少子化の進行・共働き夫婦の増加・
核家族化など子育ての環境は変化
し、保育所に対するニーズがどんど
ん多様化している。こうした中で子
育て環境を整えることは必要不可欠
である

保育ニーズの多様
化に応えよりよい
保育環境を提供す
るよう努める。今
後も延長保育・障
害児保育・一時保
育などの充実を図
る。

Ｂ

保育ニーズの多様化に応えよりよい
保育環境を提供するために、今後も
延長保育・障害児保育・一時保育な
どの充実を図る必要がある。

○

87 110800
保育所維持管理
事業

一般事業 第一保育所 630

保育所児の健全育成の為、
安全で快適な環境を維持す
る。

施設整備
工事

件 － 2 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

安全で快適な保育環境づくりを進め
るために、緊急度の高いものから計
画的に整備していく必要がある。

緊急度の高いもの
から計画的に整備
していく。

Ｂ

安全で快適な保育環境づくりを進め
るために、施設の整備について緊急
度の高いものから計画的に整備して
いく必要がある。

○

88 110900給食事業 一般事業 第一保育所 5,112

保育所児の心身の健全育成
のため、バランスの取れた
安全で家庭的な食事の提供
をする。

給食試食
会参加者
率

％ 87 89
クッキン
グ・行事
食回数

回 10 12 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

保育所において所児の健全育成のた
めに食育は重要であり、保護者も含
めて今後もこの事業をより充実させ
ていく必要がある。

野菜作りに力を入
れ、自分たちで
作った野菜で料理
をしたり、子ども
たち参加のクッキ
ングを毎月1回取
り入れたり、日本
らしい行事食をと
りいれていく。

Ｂ

保育所児の健全育成のために食育は
重要であり、保護者も含めて今後も
この事業をより充実させていく必要
がある。

○

89 111100児童館運営事業 一般事業 保健福祉課 3,472

健康で情操の豊かな子ども
を育てるために、遊び場を
提供するととに、子育て家
庭の母親の支援を行う。

活動事業
開催回数

回 65 67
親子教室
登録人数

人 45 46 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

ﾗﾝﾄﾞｾﾙ下校児が増加し、「児童クラ
ブ」の必要性が望まれる。一般来館
児と下校児と区分けすることはない
が、下校児への生活面での配慮を継
続していく。

今後も児童に意義
ある遊びを提供し
ていくとともに、
児童クラブ開設ま
でﾗﾝﾄﾞｾﾙ下校児へ
の生活面での配慮
を継続していく。

Ｂ

児童に意義ある遊びを提供していく
とともに、児童クラブ開設までﾗﾝﾄﾞｾ
ﾙ下校児への生活面での配慮を継続し
ていく必要がある。

○
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※１　総合評価　Ａ：計画どおり事業を進めることが適当、Ｂ：事業の進め方等に改善は必要、Ｃ：事業規模、内容、実施主体の見直しが、Ｄ：事業の統合、休・廃止の検討が必要

※２　次年度優先度　　◎拡充、増額、○：今年度並み、▲：縮小、減額、×：休止、廃止

１次評価

指標名 単位 目標 実績 指標名 単位 目標 実績 総評 コメント 必要性 妥当性 有効性 効率性 総評 コメント 今後の改革改善計画 総評 コメント 優先度
所属名称

前年度評価 1次評価 ２次評価委員会
H17事業費
(千円）

事業の意図
成果指標① 成果指標②

ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別

90 111300子供会助成事業
補助金事
業

保健福祉課 795

地域組織活動（子ども会）
の育成助長を図ることによ
り、活動の活性化を図る。

各子ども
会の平均
活動回数

回 0 9 － － － － Ａ
子育て支援の一環
として継続してく
ださい。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

単位子ども会活動の事業内容を意味
あるものとしていく。

補助金申請や実績
の中で、事業内容
の見直しをしてい
く。

Ａ

村子連補助金については、児童数に
左右されない安定した予算が確保さ
れるよう検討が必要である。

◎

91 111700
一般保健事務事
業

一般事業 保健福祉課 22,821

健康管理事業の全般に関す
る調整を図る

保健セン
ターの利
用率

% 41 42 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当で
ある。

Ａ

健康管理の全般に関する事業がて円
滑かつ効率的に実施できるよう調整
が必要である。

○

92 111800
すこやかセン
ター管理事業

一般事業 保健福祉課 74,025

施設・設備の適正な維持管
理を図る。

利用回数 回 295 295 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｃ

建設から10年経ち、すこやかセン
ターの維持管理を含め、見直しが必
要である。

保健センター事務
室の空調の効きが
悪いため、執務環
境改善策を検討す
る。 Ｃ

公共施設部分については指定管理者
制度の導入を検討し、公用施設部分
については職員の執務環境の改善を
図るための対策を検討する。

○

93 111900健康管理事業 一般事業 保健福祉課 29,390

健康診査を実施し、疾病の
早期発見治療につなげると
ともに、相談・教育事業を
通し、正しい知識の普及と
生活習慣改善支援を行う。

生活習慣
病予防教
室への参
加者数

人 23 16
基本健康
診査受診
率

％ 80 79.6－ －

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｂ

より多くの住民が、健康の保持増進
の自覚を持ち、生活習慣病予防に取
り組めるよう、個人にあった支援体
制を充実させる。

対象者には、広
報・ちらし等だけ
でなく、個別通知
を行い、広く事業
のＰＲに務める。
個人の生活に合っ
た健康サービス利
用が可能となるよ
う、体制を整え
る。

Ｂ

対象者に広報・ちらし等だけでな
く、個別通知を行い、広く事業のＰ
Ｒをするとともに、個人の生活に
合った健康サービス利用が可能とな
るよう、体制を整える必要がある。

○

94 112000
保健対策推進協
議会事業

一般事業 保健福祉課 184

保健事業の実施計画の作
成・企画・運営に関し、協
議を得て保健事業の有機的
な連携・調整を図る。

会議への
出席者数

人 18 17 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｂ

意見交換が十分できるよう会議資
料・説明方法を工夫する。

重点課題をしぼ
り、資料をわかり
やすく工夫する。
パソコン等を活用
し、視覚的にイン
パクトのある資料
を検討する。

Ｂ

推進委員の理解を深めるために、重
点課題をしぼり、資料をわかりやす
く工夫するとともに、パソコン等を
活用して、視覚的にインパクトのあ
る資料を提示する必要がある。

○

95 112100
健康ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ事
業

一般事業 保健福祉課 740

健康に関する意識の高揚を
図り、生活習慣病の予防及
び住民の健康増進を目指
す。

参加人員 人 1800846 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

計画通り事業を進めることが適当

Ｂ

今年度からの合同開催の実績を踏ま
え、次年度からは更なる開催効果の
上がる方法を検討する。

○

96 112200車両管理事業 一般事業 保健福祉課 301

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境に
する。

走行距離 km 50005105利用回数 回 1 1 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当で
ある。

Ｂ

利用者の安全を守るため、車両等の
日常点検を励行し、不良個所の早期
改善を図る必要がある。

○

97 112300
女性の健康づく
り推進事業費

補助金事
業

保健福祉課 10

女性を中心に食生活を通し
て健康への関心を高めると
同時に、地区組織の育成に
努める。

食生活改
善推進活
動

回 4 4
食生活改
善事業参
加者数

人 300 292 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

食生活改善を推進していくためには
今後も補助を行っていく必要がある

食生活改善推進員
養成教室の開催

Ｂ

食生活を通じて健康への関心を深め
るため、食生活推進員の育成と支援
が必要である。

○

98 112400
長寿村づくり推
進事業

一般事業 保健福祉課 8,342

平成３年度から行ってきた
長寿村研究成果に基づき、
健康長寿情報のさらなる周
知及び普及を図り、日本一
の健康長寿村づくりを推進
する。

健康
チェック
リストの
回収率

%
60%以
上

84.9

すこやか
カレン
ダーの配
布率

%
70%以
上

77.8－ －

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｂ

目的達成のため、住民サービスを第
１に考えた包括的な調整が必要であ
る。

健康長寿村調査研
究事業は平成２０
年度に実施予定。
今後も事業に取り
組む際、款項目の
枠を越えた、議
論・調整を働きか
ける。

Ｂ

次回（平成２０年度）の健康長寿村
調査に向けて、款項目の枠を越え
た、全庁的な議論・調整を図るため
の体制をつくる必要がある。

○



平成１８年度事務事業(平成１７年度実施事業）評価総括一覧
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事業の意図
成果指標① 成果指標②

ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別

99 112500
一般予防事務事
業

一般事業 保健福祉課 127

職員の業務従事に伴う感染
症予防を行う。また、緊急
時対応に必要な体制を整え
る。 検便の受

診
回 24 24

B型肝炎の
検査の受
診率

％ 100 100 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

法にもとづいていて実施しているた
めこのまますすめていく

Ａ

法令に基づき職員の感染症予防を適
正に実施する必要がある。

○

100112600
結核予防事務事
業

一般事業 保健福祉課 214

結核予防事業を行い、結核
の罹患と地域での蔓延を予
防する。 生後６か

月までの
ＢＣＧ接
種率

％ 100 100

生後６か
月までの
BCG接種者
数

人 38 38 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

法にもとづいていて実施しているた
めこのまますすめていく

Ａ

法令に基づき地域の結核予防を適正
に実施する必要がある。

○

101112700予防接種事業 一般事業 保健福祉課 4,093

予防接種を行い、感染性疾
患の罹患及び罹患後の後遺
症を予防する。また、個人
が免疫をつけることで地域
での蔓延を予防する。

標準期間
内接種率

％ 75 81.8 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

適切な時期に接種の必要性について
PRする機会を増やす。

PRする機会を増や
す

Ｂ

適切な時期に接種の必要性について
PRする機会を増やす必要がある。

○

102112800狂犬病予防事業 一般事業 保健福祉課 307

狂犬病の発生を予防し、そ
の蔓延を防止する。

狂犬病予
防注射接
種率

％ 80 67.4 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

住民への周知活動の改善を図る必要
があるが、法に基づいて実施してい
るためこのまま進めていく。

登録義務等の勧奨
を行う

Ｂ

登録義務等の勧奨を行うために、住
民への周知活動の改善を図る必要が
ある。

○

103112900
一般環境衛生事
業

一般事業 保健福祉課 7,516

村民ひとりひとりが日常生
活を快適に過ごすため、生
活環境を清潔にし公衆衛生
意識の向上を図る。

薬剤散布
実施世帯
数

世帯 110 110
貸出要望
充足率

％ 100 100 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

住民への周知活動の改善を図る必要
があるが、日常の快適な生活を過ご
すためこのまま進めていく。

Ａ

住民の生活環境の保全を図るため
に、環境にやさしいむらづくり実現
にむけて、Ｈ１９にＩＳＯ１４００
１の認証を所得する必要がある。

◎

104113000環境監視事業 一般事業 保健福祉課 3,190

公害、不法投棄の監視体制
を強化し、きれいで住みよ
い村づくりの推進を図る。

死体処理
頭数

頭 72 52
苦情対応
回数

回 0 33 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

住民への周知活動の改善を図る必要
があるが、住みよい生活環境を維持
するためこのまま進めていく。

Ａ

きれいで住みよい村づくりの推進す
るために、公害、不法投棄の監視体
制を強化する必要がある。

○

105113100環境測定事業 一般事業 保健福祉課 620

環境状況の指標となる物質
や人体に有害な物質などの
現状を把握する。

騒音測定
数値

1 1
水質調査
数値

4 4 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当

Ａ

住民の生活環境の保全を図るため
に、水質や騒音等の環境測定活動を
継続的に実施する必要がある。

○

106113300聖苑運営事業 一般事業 保健福祉課 8,493

聖苑の衛生保持及び適正な
管理を行うことで利便の向
上を図る。

聖苑利用
回数

回 － 16
火葬場利
用回数

回 － 44 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当

Ａ

聖苑利用者の利便性を確保するため
に、適正な運営を図る必要がある。

○

107113400
聖苑施設管理事
業

一般事業 保健福祉課 14,566

施設・設備の適正な維持管
理を行う。

保守点検
回数

回 19 19 除草回数 回 4 4 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

計画通り事業を進めることが適当

Ｂ

利用者の利便性向上のため、勝手口
の整備等、施設の改善を検討する。

◎
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ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別

108113500
母子保健対策事
業

一般事業 保健福祉課 4,090

安心して出産・子育てがで
きるよう、健診・相談・教
室等の充実を図る。

乳幼児健
康診査受
診率

％ 10097.3受診者数 人 107 104 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

未受診者への再通知・電話・訪問な
どで受診の勧奨を行う

未受診者へは再通
知・電話・訪問な
どで受診の勧奨を
行う

Ｂ

未受診者への再通知・電話・訪問な
どで受診の勧奨を行う必要がある。

○

109113600シーラント事業 一般事業 保健福祉課 10

６歳臼歯を保護し、健全な
永久歯の保護・育成を目的
とし、シーラント予防処置
の普及を図る。

利用歯数 歯 60 5
６歳未満
０　６歳
以上５歯

0 0 － －

公的関
与が必
要であ
る

C C A Ｄ

今後、歯科医師会と協議をし改善を
図っていく必要がある

小学２年生で一度
ｼｰﾗﾝﾄ予防処置の
勧奨を行う。

Ｂ

健全な永久歯の保護のため、継続す
る必要がある。

○

110113800公害対策事業 一般事業 保健福祉課 1,121

常時大気汚染の観測により
公害の発生防止対策を充実
し、また関係機関と連携を
図り地盤沈下の観測をし、
生活環境の保全に努める。

地盤沈下
観測数値
(3井のう
ち第１井
３００
ｍ）

ｍ 0

水位
4.97
ｍ・水
面4.93
ｍ・沈
下46.8
ｍ

大気汚染
測定数値

ｐｐ
ｍ

二酸化
硫黄
0.04・
浮遊粒
子状物
質　0.
１0

二酸化
硫黄
0.014
・浮遊
粒子状
物質
0.084

－ －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当

Ａ

住民の生活環境の保全を図るため
に、大気汚染や地盤沈下等の環境測
定活動を継続的に実施する必要があ
る。

○

111113900車両管理事業 一般事業 保健福祉課 322

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境に
する。

利用回数 回 261 261 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

公害は、ないにこしたことはない
が、万一起きた時に使用できるよう
に管理継続する。

Ｂ

環境監視監視活動を円滑に実施する
ために、車両等の日常点検を励行
し、不良個所の早期改善を図る必要
がある。

○

112114000
し尿処理事務事
業

一般事業 保健福祉課 26,435

し尿及び浄化槽汚泥を適正
に処理し、環境の保全を図
る。

投入量
（し尿）

ｋｌ 300 308
投入量
（浄化槽
汚泥）

ｋｌ 50005218－ －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当

Ａ

住民の生活環境の保全を図るため
に、し尿や浄化槽汚泥処理を適正に
実施する必要がある。

○

113114100
合併処理浄化槽
助成事業

補助金事
業

建設課 21,765

合併処理浄化槽の設置及び
正常利用促進を図る。

合併処理
浄化槽設
置基数

基 7 14

合併処理
浄化槽維
持管理補
助基数

基 75 56 － －

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｂ

補助事業自体は実施することに意義
はあるが、国や他自治体との兼ね合
いから、常に補助金額・対象等を精
査・検討していく必要がある。

国や他自治体との
兼ね合いから、常
に補助金額・対象
等を精査・検討し
ていく必要があ
る。

Ｃ

今後短期間で、現行の補助対象であ
る法人、企業を外す方向で検討する
必要がある。

▲

114114200
一般塵芥処理事
務事業

一般事業 保健福祉課 115,209

一般廃棄物処理を適正に行
う。

ごみ袋販
売枚数

枚 300000292200－ － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当

Ａ

住民の生活環境の保全を図るため
に、適正な一般廃棄物処理及び減量
について住民への情報提供を図る必
要がある。

○

115114300リサイクル事業 一般事業 保健福祉課 21,725

リサイクル資源を効率よく
収集するとともに再資源化
を図りごみの減量を行う。

処理量
（空き
缶）

Ｋｇ 90009757
処理量
（ペッ
ト）

Ｋｇ 50004342－ －

公的関
与が必
要であ
る

C C C Ｄ

空き容器回収システムについては、
廃止を検討

空き容器回収シス
テムの廃止

Ｄ

空き容器回収システムについては廃
止する。

×

116114400ごみ収集事業 一般事業 保健福祉課 20,480

一般廃棄物の適正な処理を
図る。

ごみ収集
量

ｔ 14301581 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当

Ａ

住民の生活環境の保全を図るため
に、適正に一般廃棄物処理を実施す
る必要がある。

○
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117114500
廃乾電池処理事
業

一般事業 保健福祉課 138

廃乾電池ならびに、廃蛍光
管の処理を行う。

処理量
（廃乾電
池）

ｔ 1 0.79
処理量
（廃蛍光
管）

ｔ 0.80.47－ －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当

Ａ

住民の生活環境の保全を図るため
に、適正に一般廃棄物処理を実施す
る必要がある。

○

118114600
服岡投棄場維持
管理事業

一般事業 保健福祉課 12,820

粗大ごみ等の一時仮置き場
として利用し、適正な維持
管理を図る。

開放日数 日 23 23 利用者数 人 900 905 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

計画通り事業を進めることが適当

Ｂ

汚水の処理方法について、必要性も
含めて検討する必要がある。

○

119114700
新政処分場維持
管理事業

一般事業 保健福祉課 10,104

焼却灰等の埋立に利用し、
適正な維持管理を図る。

灰処理量 ｔ 125 141受入回数 車 12 13 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当

Ａ

焼却灰等の処分場として適正な維持
管理を図る必要がある。

○

120114900
生ごみ電動処理
機助成事業

補助金事
業

保健福祉課 102

生ごみの減量化及び適正な
生活環境保全のため、飛島
村に住所を有する者が行う
家庭用電動生ごみ処理機の
設置に要する経費に対し、
予算の範囲内において交付
する。

補助件数 件 15 4 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

D C A Ｃ

処理機の価格が高く、出来た堆肥の
処分に困る。また、近隣市町村の補
助金額が低いため見直す余地があ
る。

補助金額の見直し
を図るとともに出
来た堆肥の活用の
推進を図る。

Ｄ

共同の焼却施設があり、実施意義の
低下から平成19年3月末で廃止する方
向で検討する。

×

121115000車両管理事業 一般事業 保健福祉課 285

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境に
する。

走行距離 ㎞ 40004387利用回数 回 63 63 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当

Ｂ

塵芥処理活動を円滑に実施するため
に、車両等の日常点検を励行し、不
良個所の早期改善を図る必要があ
る。

○

122115200
農業委員会管理
事業

一般事業 経済課 7,596

農地の移動、転用等につい
て審議し農地の保全を図る
とともに農業生産力の向上
発展及び農業経営の合理化
を図り、農民の地位向上に
寄与するため、農業委員会
の運営活動を推進する。

委員会で
審議した
議案件数

件 60 63 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

計画通り事業を進めることが適当

Ｂ

適正な委員数について検討する必要
がある。

○

123115400
農業総務事務事
業

一般事業 経済課 606

団体の活動について助成
し、負担を軽減する。

各種協議
会開催回
数

回数 17 17 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も推進していく必要がある。 今後も事業等の促
進のために働きか
けを行う。

Ａ

各種の農業関係協議会を通じて、関
係機関の連携や農業施策の推進を図
る必要がある。

○

124115500
農業関係団体活
動助成事業

補助金事
業

経済課 2,520

団体の運営及び地域農業の
振興を進めるとともに、農
家の経営を向上させるため
に、農業者の組織する村内
の団体に助成する。

団体の会
員数

人 120 120 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

農業関係団体の置かれている状況は
厳しいものとなっており、事業実施
対する補助金により一定の効果が見
込まれるため、今後も進めることが
適当である。 Ｂ

農業振興団体の支援策として、ＪＡ
等関係機関と連携を図りながら適正
な事業推進を図る必要がある。

○

125115700
土地改良区事務
運営費助成事業

補助金事
業

経済課 5,161

土地改良区の事務運営費を
助成し、土地改良事業の効
率的な運営を進める。

役員会で
審議した
議案件数

件 12 17 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ

土地改良施設の維持・管理及び事業
に大きな役割を果たしており、村に
とっても有益である。

Ｃ

農地の保全と土地改良施設の適正な
維持を図るため必要であるが、一部
補助対象を見直す必要がある。

▲
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126115800
農業振興管理事
業

一般事業 経済課 2,103

農業振興地域の整備及び維
持管理を図るとともに、農
業後継者の育成を図る。

農振除外
面積

㎡ 2000023448
研修の参
加者

人 74 74 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

計画通り事業を進めることが適当

Ｂ

適正な委員数について検討する必要
がある。

○

127115900
農業近代化資金
等利子補給事業

補助金事
業

経済課 245

農業用施設等の整備・充実
を図るため、農業者が借入
した資金の借入利息の一部
を利子補給する。 利子補給

件数
件 6 6

新規融資
件数

件 2 2 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当。 今後も情勢の変化
に合わせて、利子
補給率の見直しを
行う。

Ａ

農業用施設等の整備充実に対して継
続して支援する必要がある。

○

128116000
農業振興団体活
動助成事業

補助金事
業

経済課 3,614

農業共済組合の活動を助成
し、団体の運営の健全化と
農業者の負担軽減を図る。

共済加入
者数

人 478 459 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当。

Ａ

農業共済組合の運営の健全化と農業
者の負担軽減のため必要である。

○

129116100
有害鳥獣駆除事
業

一般事業 経済課 631

農作物及び農業者に害を及
ぼす有害鳥獣を駆除し、農
作物等の被害の軽減を図
る。

被害面積 ｈａ 0 0 捕獲数 羽 1210224 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

被害面積はなかったが、有害鳥獣駆
除の要求は低下しておらず、計画通
り事業を進める必要がある。

捕獲方法を検討す
る。資格保持者の
減少への対応を検
討する。

Ｂ

有効な捕獲方法や資格保持者の減少
への対応を検討する必要がある。

○

130116200
数量調整円滑化
推進事業

一般事業 経済課 22,925

水田農業構造改革の推進を
図るため、水稲の生産目標
数量の調整と、産地づくり
対策の推進を図り、かつ、
転作に係る現地の確認作業
を行うことにより、水田農
業円滑な推進を図る。

麦の生産
量

ｔ 417 574
麦の作付
割合

％ 34.07231.857－ －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を進めることが適当。

Ｄ

水稲の生産目標数値の調整と産地づ
くりの推進を図るため必要である
が、国の制度が１８年度に終了す
る。

×

131116500
農業排水路浄化
事業

一般事業 建設課 11,477

大用水に工業用水を導入す
ることにより、排水路の浄
化及び水質保全を図る。

浮遊物質
量

mg/l1 1
生物化学
的酸素要
求量

mg/l3 1.4 Ｃ

現状では工業用水
の導入は不可欠で
すが、コスト面か
ら考慮すれば長期
的にみて河川放流
水等からの導入を
検討してくださ
い。

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

事業継続により各排水路における流
水量が確保でき、水質保全の波及効
果が見込まれるが、コスト面にはか
なり問題がある。

コスト面の見直し
を検討する。

Ｂ

事業継続により各排水路における流
水量が確保でき、水質保全の波及効
果が見込まれるが、費用対効果の面
で問題があり、引き続き県水と協議
する必要がある。 ○

132116600
農村活性化住環
境整備事業関連
事業

施設整備
事業

建設課 24,813

村民及び地域住民の健康増
進及び憩いの場を創設する
ために整備する。

施設設置
工

％ 100 100 植栽工 ％ 100 100 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も、計画通り事業の推進を図
る。

Ａ

県営住環事業関連事業として竹元地
区で計画されている事業を円滑に実
施する必要がある。

○

133116700
農村活性化住環
境整備事業

施設整備
事業

経済課 39,475

県営で実施の農村活性化住
環境整備事業で、農業基盤
の整備と生活環境の整備を
一貫して進め、村の活性化
を図る。

進捗率 ％ － 99 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

国費５０％、県費２５％、村費２
５％であるため、農村の活性化を図
り、住環境を整備するものであり、
計画内容は適切だが、事業予算がつ
きにくく、県に対して、予算要望を
行う必要がある。

予定事業期間内
（１８年度まで）
に完工するため
に、集中的な予算
づけを県へ要望し
ていく。

Ｂ

予定事業期間内（１８年度まで）に
完工するために、集中的な予算づけ
を県へ要望していく必要がある。

○

134116800
農業用排水路維
持管理補修事業

一般事業 建設課 72,555

土地改良施設の整備を行
い、安全に利用できる施設
とする。

ゲート設
置工

％ 100 100
安全施設
設置工

％ 100 214 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も、計画通り事業の推進を計
る。

Ａ

土地改良区と連携して農業用排水路
の維持管理、補修を計画的に実施す
る必要がある。

○
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135116900
広域農道整備事
業

施設整備
事業

建設課 15,068

農作物等の円滑な物流を図
るため、3市村を結ぶ広域
農道整備を行う。

完成度 ％ 100 100 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も、計画通り事業の推進を計
る。

Ａ

広域農道の利便性と安全性を確保す
るために、地区住民と協議しなが事
業の円滑に実施する必要がある。

○

136117000農地防災事業
施設整備
事業

経済課 20,642

農地防災対策事業促進協議
会に助成し、協議会の運営
と本村の排水対策の推進を
図るとともに、県が施行す
る緊急排水施設整備事業費
の一部を負担し、排水機の
機能回復を図る。

進捗率 ％ － 80 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

国費５０％、県費４０％、村費１
０％であり、最小の投資で最大の効
果をあげた事業と考えられる。

Ａ

農地の防災対策事業として排水施設
の機能強化を継続的に実施する必要
がある。

○

137117100
地盤沈下対策事
業

施設整備
事業

経済課 12,726

県が施行する地盤沈下対策
事業費の一部を負担し、用
水路の機能回復を図るとと
もに農業経営の合理化を図
る。

進捗率 ％ 12.510.2 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

農業用水路としてのみならず、稲
作・金魚にも大きな役割を果たして
いる用水路であり、改修が進むこと
により村にとっても利益がある。

Ａ

県営の地盤沈下対策事業として用水
路機能改善のための改修整備を計画
的に実施する必要がある。

○

138117300
土地改良事業等
助成事業

補助金事
業

経済課 65,946

土地改良区が行う土地改良
事業等にかかる受益者負担
を軽減し、農業経営の合理
化と生活環境の改善を図
る。

改修率 ％ 10045.3受益者数 人 561 561 Ｂ

将来的には村と土
地改良事業の区分
けを行い、事務的
経費削減のため、
村で行える事業の
検討をしてくださ
い。

公的関
与が必
要であ
る

B A C Ｃ

補助対象を見直す必要がある。 補助対象を関係機
関と協議し、見直
す。

Ｃ

経常賦課金について受益者負担を検
討する。

▲

139117500商工振興事業 一般事業 経済課 4,264

商工業振興資金の信用保証
料の一部を助成し、かつ、
商工業振興資金を預託する
ことにより、商工業者の設
備、及び運転資金等の借入
を容易にし商工業の発展振
興を図る。

融資件数 件 5 7 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｂ

預託金の配分を検討する。 活用率から鑑み預
託金については見
直す必要がある。

Ｂ

活用率から鑑み預託金については見
直す必要がある。

○

140117600
商工団体活動助
成事業

補助金事
業

経済課 17,922

商工会が行う事業費の一部
を助成し、商工事業の推進
発展を図る。

催事等の
回数

回 35 43
ふれ愛市
の出展者

人 48 42 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｂ

商工団体の置かれている状況は、厳
しい状況となっているが、補助金に
より一定の効果が見込まれるため、
今後も一層効果を高めるための検討
が必要である。

小規模事業指導事
業や異業種交流事
業により、人材育
成やものづくりの
活動を一部補助す
ることで、商工業
の振興や活性化を
行う。

Ｃ

商工業の振興を図るために必要であ
るが、対象経費の内容精査が必要で
ある。また、異業種交流事業、青年
部・女性部育成事業に対する補助金
は、Ｈ１８年度末をもって廃止す
る。

▲

141117700
産業会館維持管
理事業

一般事業 経済課 4,526

産業会館の維持管理を行
い、産業会館の利便性の向
上を図る。

定期保守 回 5 5 臨時保守 回 0 0 Ｃ
指定管理者制度へ
の移行を検討して
ください。

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｃ

引き続きコスト削減に努める。 引き続きコスト削
減を検討する。

Ｃ

利用料収入も含めた包括的な指定管
理者制度の採用について検討する必
要がある。

▲

142117900公共物管理事業 一般事業 建設課 76

堤塘占用、境界立会、用途
廃止等の適正な管理を行
う。

道路等の
立会い件
数

回 10 12 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

今後も、円滑な事業推進を図る。

Ｂ

公共物管理委員の構成、払い下げ時
の価格設定など、事業内容に対応し
た仕組みづくりの検討が必要であ
る。

○

143118000
土木総務一般事
務事業

一般事業 建設課 1,849

土木事業全般的に所掌事務
の調整をする。

加盟加入
団体数

団体 11 11 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を実施する必要があ
る。

Ａ

各種の土木事業関係協議会を通じ
て、関係機関との調整を図る必要が
ある。

○
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144118100
道路維持管理事
業

一般事業 建設課 45,284

路面の舗装及び植樹帯を適
切に維持管理し、安全で快
適な生活道路を確保する。

除草工 ㎡ 4345943459
舗装修繕
工

ｍ 700 700 Ｂ
1次評価にある改善
計画に沿って進め
てください。

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｂ

住民ボランティアによる側溝掃除や
除草などによりコスト縮減を図る。

住民ボランティア
の育成方法を検討
する必要がある。

Ｂ

行政が整備する道路と住民との協働
により整備する道路の区分けとその
基準を検討する必要がある。

○

145118200
臨時作業員雇用
事業

一般事業 建設課 5,314

道路・公園等の施設を日常
的に除草・清掃等を行い、
適正な維持を図る。

路肩清掃 人 248 213道路清掃 人 248 213 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

臨時作業員の雇用は、業務を効率的
に遂行していくためにも継続させる
必要がある。

Ａ

臨時作業員を雇用して、道路・公園
等の施設を日常的に除草・清掃等を
行い、適正な維持を図る必要があ
る。

○

146118300
道路台帳整備事
業

一般事業 建設課 2,940

道路法第28条に基づき道路
台帳の加除修正を行ない、
道路台帳の整備を行う。

台帳整備
率

％ 100 100 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

道路台帳のデータを活用し、GISの導
入を検討する必要がある。

住民サービスの向
上を図るために、
統合型GIS導入を
検討する。

Ｂ

住民サービスの向上を図るために、
統合型GIS導入を検討する必要があ
る。

◎

147118400
側溝等設置費助
成事業

補助金事
業

建設課 1,981

住宅造成に対し、道路側溝
設置費の一部を助成し、居
住の促進を図る

申請件数 件 4 4 － － － － Ｄ

補助率の見直し、
また段階的には廃
止の方向で検討し
てください。

公的関
与が必
要であ
る

B A D Ｃ

今後も、原材料の単価変動などによ
り補助経費や補助率の見直しが必要
である。

社会情勢に即した
補助経費や、補助
率の見直しを行
う。

Ｃ

Ｈ18．４月から住居の道路側溝等新
設工事費以外の補助は廃止された
が、今後も適正な事業推進が必要で
ある。

▲

148118500車両管理事業 一般事業 建設課 6,023

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境に
する。

稼働率 ％ 100 100 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

車両管理を効率的かつ経済的に管
理・運営するために、計画通り事業
を継続させる必要がある。

Ｂ

道路等清掃作業を円滑に実施するた
めに、車両等の日常点検を励行し、
不良個所の早期改善を図る必要があ
る。

○

149118600道路整備事業
施設整備
事業

建設課 187,562

道路の整備、拡充をし、利
便性と安全性の充実を図
る。

道路延長 ｍ 2181.12181.1進捗率 ％ 100 100 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を実施させる必要があ
る。

Ａ

住民の利便性と安全性を確保するた
めに、幹線、支線道路の整備を計画
的に実施する必要がある。

○

150118800
河川総務事務事
業

一般事業 建設課 164

河川事業に関わる全般的な
所掌事務の調整を図る。

加盟加入
団体数

団体 5 5 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り事業を実施させる必要があ
る。

Ａ

各種の河川整備事業に関係する協議
会を通じて、関係機関との調整を図
る必要がある。

○

151118900
都市計画総務事
務事業

一般事業 建設課 244

都市計画事業に関わる全般
的な所掌事務の調整を図
る。

都市計画
審議会

回 1 0
加盟加入
団体数

団体 3 3 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通りに事業を円滑に推進する。

Ａ

法令に基づき都市計画事業の適正な
実施と関係機関との調整を図る必要
がある。

○

152119000
民間木造住宅耐
震改修費助成事
業

補助金事
業

建設課 12

民間木造住宅耐震改修を図
る。

申請件数 件 2 0 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

申請者がいない現状である。 広報等によるPRの
回数を増やす。

Ｂ

民間木造住宅耐震改修費助成事業の
利用者を増やすために広報等による
PRの充実を図る必要がある。

○
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153119100
公園維持管理事
業

一般事業 建設課 95,766

公園施設の適正管理を図
る。

公園除草 人 261 261公園清掃 回 78 78 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

計画通り円滑に推進していく。

Ｂ

借地公園の必要性について再検討を
行い、借地契約に基づいた将来計画
を策定する必要がある。

○

154119200
都市下水路整備
事業

施設整備
事業

建設課 8,715

5年確率の大雨による道路
冠水に対応するための計画
書作成。

基本計画
の策定

地区 2 2 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

計画通り円滑に推進していく。

Ａ

市街化区域内の道路の大雨による冠
水対策と排水施設を計画的に整備す
る必要がある。

◎

155119400
消防管理事務事
業

一般事業 総務課 2,813

消防団の管理に関する事務
事業であり、団員の作業
服、安全靴等を貸与し、団
員の活動しやすい基盤を整
備するとともに、消防車
庫、消防設備、備品等の維
持管理を行う。

点検数 回 12 6
新規の貸
与数

人 20 29 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｂ

消防備品の管理が必要。貸与品の品
質管理、貸与簿等による管理が必要

点検回数の指導、
貸与品の貸与簿に
よる管理を行う。

Ｂ

消防備品の管理が必要。貸与品の品
質管理、貸与簿等による管理が必要

○

156119500消防団運営事業 一般事業 総務課 21,901

消防団活動を支援し、活動
の強化を図る。

訓練参加
率

％ 100 88
式典参加
数

人 318 226 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

いざというときの災害に備えた訓練
が必要

１８年度に災害救
助訓練を実施予定

Ｂ

災害時等非常事態に備えて、実践的
な災害救助訓練を実施する必要があ
る。

○

157119600
海部南部消防組
合負担金

一般事業 総務課 318,870

海部南部消防署の組合（弥
富町・十四山村・飛島村）
の円滑な運営と防火体制等
の充実を図る。

火災出動 回 26.122 救急出動 回 362.7448 － －

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｃ

弥富市との組合組織であり負担割合
の算定を行っている。

Ｃ

組合消防という性質上、負担割合の
算定について見直しを求めていくこ
とが必要である。

▲

158119800車両管理事業 一般事業 総務課 1,492

定期の点検、車検等の法定
点検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境に
する。

車検 台 7 7 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

分団用の車輌の雪対策は必要とな
る。

分団の車輌にス
タッドレスのタイ
ヤの導入を検討す
る。

Ｂ

消防活動を円滑に実施するために、
車両等の日常点検を励行し、不良個
所の早期改善を図る必要がある。

○

159119900
消防施設維持管
理事業

一般事業 総務課 2,205

災害・非常事態に備え、消
防団の設備の維持管理を図
る。

小型ポン
プ点検

台 8 8
防火水槽
水質検査

回 1 1 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

災害に備え、充実した消防施設の維
持管理が必要となる

Ａ

災害・非常事態に備えるため、消防
団の消防施設について適正な維持管
理を図る必要がある。

○

160120300
消防設備整備事
業

一般事業 総務課 26,346

１７年度は水槽付ポンプ自
動車を更新し、消防設備・
備品の充実を図る。

車輌 台 1 1 消火栓 箇所 5 2 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

災害に備え、充実した消防施設が必
要となる

Ａ

災害・非常事態に備えるため、消防
施設、設備等を計画的に配備、更新
する必要がある。

○

161120400
水防管理事務事
業

一般事業 総務課 1,456

海部津島水防事務組合の円
滑な運営と水防体制の充実
を図る。

海部地方
防災訓練
参加数

人 30 30 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

災害に備え、水防体制の充実を図っ
ている。

Ａ

水防体制の充実に向けて、海部津島
水防事務組合と連携を図る必要があ
る。

○
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162120500防災対策事業 一般事業 総務課 10,778

防災に対する事業であり、
非常用の食料、物資の備
蓄、また防災計画の修正、
防災訓練等を行い、非常時
の体制の整備する。

防災会議 回 2 1
防災訓練
参加人数

人 367 248 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

災害に備え、充実した防災体制を継
続していく。

Ｃ

想定される帰宅困難者の実態調査を
行い、災害備蓄用品の適性量につい
て検討をする必要がある

◎

163120530
防災設備維持管
理事業

施設整備
事業

総務課 15,215

同報無線をはじめとする防
災に関する設備の更新、維
持管理を着実に実施する。

同報無線
機器更新

基 5 5 － － － － Ｂ

現状の手法の他に
デジタル化に向け
た戸別受信機の導
入についても検討
してください。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

予算に限度があるが、より早くデジ
タル化が必要である。

Ｂ

地区の防災班長の役割の固定化など
個別受信機を活用した効果的な防災
対策基盤の整備を図る必要がある。

○

164120600
教育委員会管理
事業

一般事業 教育課 1,179

法律の定めるところによ
り、学校その他教育機関及
び教育事務を管理執行する
ため、村教育委員会の適正
な運営を行う。

教育委員
会開催数

回 12 12
就学指導
委員会開
催回数

回 1 1 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

地域の教育への期待・要望は高く、
よりよい教育環境を作るため、現状
通り事業を継続していく。

Ａ

地域の教育への期待・要望に応え、
よりよい教育環境を作るために、村
教育委員会の適正な運営を行う必要
がある。

○

165120800
事務局管理事務
事業

一般事業 教育課 6,301

村教育委員会の運営と小中
一貫教育を目指し、児童・
生徒の安全確保とよりよい
教育活動を展開するための
円滑な学校事務及び小中学
校との連絡調整を行う。

小中学校
連携行事

回 1 3 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

教育特区の認定を受けたことによ
り、児童生徒の「知・徳・体」の健
全育成と全体的な学力向上を図るこ
ととなった。今後は、学校教育及び
生涯教育を推進するとともに教育委
員会事務の充実を図っていく。

Ａ

教育特区の認定を受けたことによ
り、児童生徒の「知・徳・体」の健
全育成と全体的な学力向上を図るこ
ととなった。今後は、学校教育及び
生涯教育を推進するとともに教育委
員会事務の充実を図る必要がある。

○

166120900教育振興事業 一般事業 教育課 5,912

学校教育の向上のため、英
語教育の充実を図り、小中
一貫教育を推進する。

英検3級取
得率

％ 38 25
教育研究
会等の開
催

回 10 4 Ａ
1次評価にある改善
計画に沿って進め
てください。

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｂ

小学校への英語科の新設は教育特区
として認定され、村の進める小中一
貫教育の柱となっていることから、
今後も継続して充実していくことが
必要である。また一般ボランティア
の活用や学校以外での講師の活用を
検討する必要もある。

小学校への英語科
の新設は教育特区
として認定され、
村の進める小中一
貫教育の柱となっ
ていることから、
今後も英語教育を
充実していくが、
一般ボランティア
の活用や生涯教育
課の海外研修事業
など学校以外での
英語講師の活用を
検討する必要があ
る。

Ｂ

英語科の新設を継続しながら、一般
ボランティアの活用や学校以外での
講師の活用などを検討する必要もあ
る。

◎

167121000教育支援事業
補助金事
業

教育課 684

私立幼稚園・私立高等学校
に通う者の保護者に対して
授業料の補助を行うこと
で、保護者の負担軽減を図
る。

私立幼稚
園就園奨
励費補助
認定率

％ 70 50

私立高等
学校授業
料軽減認
定率

％ 70 68 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

保護者の経済的負担が軽減されてお
り、就学の機会が広がることは有意
義である。保護者からのニーズが高
いため、補助金支給額・対象者の削
減は難しい。 Ａ

保護者の負担を軽減するために、所
得制限を廃止し、申請手続きを簡素
化する必要がある。

◎

168121200小学校管理事業 一般事業 教育課 12,048

よりよい教育活動が展開で
きるための学校運営を行
う。 児童教職

員身体検
査受診者
数

人 219 218
コン
ピュータ
指導

時間 48 50 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

子どもが安心して学校生活を送るた
め、不可欠な事業である。よりよい
教育活動が展開できるように、今後
も充実した環境整備を図る。

Ａ

よりよい教育活動が展開できるよ
う、教育環境の整備を図る必要があ
る。

○

169121300
小学校施設維持
管理事業

一般事業 教育課 10,258

学校施設、設備の維持管理
を図る。

修繕・工
事実施数

件 23 21
設備点
検、業務
委託回数

件 15 14 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

学校の施設は年々老朽化しており、
通常施設の維持費は増加することが
見込まれる。学校の移転改築まで
は、現施設を利用していかなくては
ならないので、児童が安全に学校生
活を送れるように現行通り施設維持
管理を図る。

Ｂ

小中一貫校の建設予定があり、既存
施設の維持管理については必要最低
限の経費に留める必要がある。

○



平成１８年度事務事業(平成１７年度実施事業）評価総括一覧
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１次評価

指標名 単位 目標 実績 指標名 単位 目標 実績 総評 コメント 必要性 妥当性 有効性 効率性 総評 コメント 今後の改革改善計画 総評 コメント 優先度
所属名称

前年度評価 1次評価 ２次評価委員会
H17事業費
(千円）

事業の意図
成果指標① 成果指標②

ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別

170121320給食事業 一般事業 教育課 4,825

学校給食法に基づき、児童
の心身の健全な発達に資す
るための安全な学校給食の
提供。

給食実施
日数

日 200 187
食中毒発
生件数

件 0 0 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ

小中一貫校建設時には小中学校共同
調理場にし、調理業務を民間委託し
て、コスト削減を図る必要がある。

現段階では無理だ
が、将来的に小・
中学校共同調理場
とし、調理業務を
民間委託にし、コ
スト削減を図る。

Ｃ

将来的には小中学校共同調理場と
し、調理業務を民間委託にし、コス
ト削減に向けた検討をする必要があ
る

○

171121330教育支援事業
補助金事
業

教育課 1,526

給食費等を補助し保護者等
の経済的負担軽減を図る。

給食費未
納者数

人 0 0

卒業ｱﾙﾊﾞﾑ
費用保護
者負担の
軽減率

％ 15 19 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

この事業により、保護者の負担が軽
減でき、子どもたちが安心して学校
生活を送ることができる。

Ａ

保護者の負担を軽減するために、現
行の教育支援を継続して実施する必
要がある。

○

172121340
非常勤講師雇用
事業

一般事業 教育課 7,043

少人数授業等実施し、教育
指導の充実を図る。

非常勤講
師雇用時
間

時間 21002100 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

この事業により、多様な学習形態を
組み、一人一人の児童に対して複数
の教員が関わることができるため、
学習指導や児童の自立支援を進める
上で多くの視点から取り組むことが
可能になるとともに、学校が児童の
実態に合わせた特色ある学校づくり
を進めることができる。

Ａ

少人数指導やＴＴ指導を効果的に取
り入れ、児童一人一人の習熟度に応
じた授業を展開し、基礎学力の充
実・発展を図る必要がある。

○

173121400教育支援事業
補助金事
業

教育課 187

学校行事に係る費用を補助
し、保護者等の経済的負担
軽減を図る。

修学旅行
参加率

％ 100 100

要保護及
び準要保
護児童学
用品修学
旅行費補
助認定率

％ 100 100 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

この事業により、保護者の負担が軽
減でき、子どもたちが安心して学校
生活を送ることができる。

Ａ

保護者の負担を軽減するために、現
行の教育支援を継続して実施する必
要がある。

○

174121500教育振興事業 一般事業 教育課 6,986

教育指導及び児童活動の充
実を図る。

児童劇参
加人数

人 199 199
キャンプ
参加人数

人 26 26 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

学校行事の実施、学習に必要な補助
資料・教材の提供を行うことで、よ
りよい教育活動が展開できる。

Ａ

学校行事の実施、学習に必要な補助
資料・教材の提供を行うことで、よ
りよい教育活動を展開する必要があ
る。

○

175121700中学校管理事業 一般事業 教育課 11,986

よりよい教育活動が展開で
きるための学校運営を行
う。 生徒教職

員身体検
査受診者
数

人 139 139図書購入 冊 390 495 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

子どもが安心して学校生活を送るた
め、不可欠な事業である。よりよい
教育活動が展開できるように、今後
も充実した環境整備を図る。

Ａ

よりよい教育活動が展開できるよ
う、教育環境の整備を図る必要があ
る。

○

176121800
中学校施設維持
管理事業

一般事業 教育課 6,023

学校施設、設備の維持管理
を図る。

修繕・工
事実施数

件 24 17
設備点
検、業務
委託回数

件 17 13 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

学校の施設は年々老朽化しており、
通常施設の維持費は増加することが
見込まれる。学校の移転改築まで
は、現施設を利用していかなくては
ならないので、生徒が安全に学校生
活を送れるように現行通り施設維持
管理を図る。

Ｂ

小中一貫校の建設予定があり、既存
施設の維持管理については必要最低
限の経費に留める必要がある。

○

177121900教育支援事業
補助金事
業

教育課 1,113

給食費等を補助し保護者等
の経済的負担軽減を図る。

給食費未
納者数

人 0 0

卒業ｱﾙﾊﾞﾑ
費用保護
者負担の
軽減率

％ 15 22 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

この事業により、保護者の負担が軽
減でき、子どもたちが安心して学校
生活を送ることができる。

Ａ

保護者の負担を軽減するために、現
行の教育支援を継続して実施する必
要がある。

○

178122000給食事業 一般事業 教育課 3,326

学校給食法に基づき、生徒
の心身の健全な発達に資す
るための安全な学校給食の
提供。 給食実施

日数
日 190 174

食中毒発
生件数

件 0 0 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ

小中一貫校建設時には小中学校共同
調理場にし、調理業務を民間委託し
て、コスト削減を図る必要がある。

現段階では無理だ
が、将来的に小・
中学校共同調理場
とし、調理業務を
民間委託にし、コ
スト削減を図る。

Ｃ

将来的には小中学校共同調理場と
し、調理業務を民間委託にし、コス
ト削減に向けた検討をする必要があ
る

○
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１次評価

指標名 単位 目標 実績 指標名 単位 目標 実績 総評 コメント 必要性 妥当性 有効性 効率性 総評 コメント 今後の改革改善計画 総評 コメント 優先度
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前年度評価 1次評価 ２次評価委員会
H17事業費
(千円）

事業の意図
成果指標① 成果指標②

ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別

179122100
非常勤講師雇用
事業

一般事業 教育課 8,765

少人数授業等実施し、教育
指導の充実を図る。

非常勤講
師雇用時
間

時間 52502705 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

この事業により、多様な学習形態を
組み、一人一人の生徒に対して複数
の教員が関わることができるため、
学習指導や生徒の自立支援を進める
上で多くの視点から取り組むことが
可能になるとともに、学校が生徒の
実態に合わせた特色ある学校づくり
を進めることができる。

Ａ

少人数指導やＴＴ指導を効果的に取
り入れ、児童一人一人の習熟度に応
じた授業を展開し、基礎学力の充
実・発展を図る必要がある。

○

180121750
地震対策緊急整
備事業

施設整備
事業

教育課 47,807

学校建物の耐震性能を確保
し、耐震力不足の構造強度
を向上させる。 当該事業

の耐震化
率（体育
館）

％ 100 100 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

生徒の安全を図るとともに災害時の
避難所として機能させるためにも重
要な施設となる。

Ａ

生徒の安全を図るとともに災害時の
避難所として機能させるためにも重
要な施設となる。

○

181122300教育支援事業
補助金事
業

教育課 526

学校行事に係る費用を補助
し、保護者等の経済的負担
軽減を図る。

修学旅行
参加率

％ 100 100

要保護及
び準要保
護児童学
用品修学
旅行費補
助認定率

％ 100 100 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

この事業により、保護者の負担が軽
減でき、子どもたちが安心して学校
生活を送ることができる。

Ａ

保護者の負担を軽減するために、現
行の教育支援を継続して実施する必
要がある。

○

182122400教育振興事業 一般事業 教育課 5,039

教育指導及び生徒活動の充
実を図る。

映画鑑賞
会参加率

％ 100 100
野外教室
参加人数

人 40 40 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

学校行事の実施、学習に必要な補助
資料・教材の提供を行うことで、よ
りよい教育活動が展開できる。

Ａ

学校行事の実施、学習に必要な補助
資料・教材の提供を行うことで、よ
りよい教育活動を展開する必要があ
る。

○

183122600
社会教育総務管
理事務事業

一般事業 生涯教育課 688

社会教育の関わる全般的な
所掌事務の調整を図り、委
員会を開催し、適正に情報
を提供する。 会議等の

開催回数
回 2 2

延べ出席
者数

人 26 20 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

社会教育活動の支援をはかるため
に、今後も情報提供を継続する。

他会議等との日程
調整（図書館協議
会と同日開催）を
十分行う。

Ｂ

社会教育活動の支援をはかるため
に、今後も情報提供を継続して実施
する必要がある。

○

184122700
明るい青少年を
育てる活動推進
事業

一般事業 生涯教育課 1,194

家庭や地域における教育力
の向上を図るため、家庭教
育に関する意識の啓発、情
報や学習機会を提供する。

親子ふれ
あい教室
参加人数

人 50 50
アンケー
ト実施回
数

回 3 1 Ｃ

１次評価の改善計
画に加え、類似重
複事業の見直しを
行ってください。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

少子化に伴い、参加者が重複するた
め、アンケートを実施し事業内容を
見直す必要がある。

受講者にアンケー
トを実施し、その
資料を参考に事業
内容を検討する。

Ｂ

少子化に伴い、参加者が重複するた
め、アンケートを実施し事業内容を
見直す必要がある。

○

185122800
生涯学習推進事
業

一般事業 生涯教育課 1,384

村民等の学習振興を推進す
るため、生涯学習推進員に
学習活動を浸透させ、生涯
学習情報を提供していく。

事業実施
回数

回 9 9
ほうれん
そう年間
配布部数

部 60006000Ｃ

1次評価の改善計画
に加え、内容が重
複しているような
ものは統合、ま
た、受益者負担の
適正化を図ってく
ださい。

公的関
与が必
要であ
る

A C A Ｃ

生涯学習･生涯スポーツ推進員ととも
に、生涯学習活動の情報提供を図
る。情報提供の方法の見直しを図
る。

住民に親しみ易
く、読み易い紙面
づくりをしてい
く。情報発信手段
を見直す。

Ｃ

他の情報周知媒体（ホームページ
等）への掲載を検討する

○

186122900
海外派遣事業
（中学生）

一般事業 生涯教育課 19,531

中学生に外国の文化や生活
の様式を体験的に学習さ
せ、中学生の国際感覚を養
う。米国の広大さ、強大
さ、豊かさ等を実感させる
とともに、村の中学生の代
表という誇りを持たせ、研
修成果を地域に還元させる

研修報告
会の開催

回 1 1 参加者数 人 250 191 Ｂ

ホームステイ先の
確保等の課題があ
ります。今後は姉
妹都市提携を進め
ていくよう事業の
方向性を検討して
いくべきです。

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｃ

行程の定着化に伴い、事前視察を見
直すとともに、引率者数の見直しが
必要である。

行程の定着化によ
り事前視察を見直
しをする。引率者
は、平成19年度よ
り7名とする。 Ｃ

行程の定着化に伴い、事前視察を見
直すとともに、引率者数の見直しが
必要である。

▲

187123200平和推進事業 一般事業 生涯教育課 521

平和の尊さを理解し、後世
に戦争の悲惨さを伝える。

派遣人数 人 11 11
研修報告
書配布部
数

部 200 200 Ｃ

参加人員の見直
し、報告会開催な
どについて検討し
てください。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

研修会、報告書の内容を見直す必要
がある。

事前事後研修会の
実施内容及び方法
を見直し、研修報
告書の内容見直し
も検討する。 Ｂ

事前事後研修会の実施内容及び方法
を見直し、研修報告書の内容の見直
しを検討する必要がある。

○
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188123300文化振興事業 一般事業 生涯教育課 10,223

　村民に学習した成果等の
発表の場を提供すること
で、文化・芸能に対する資
質の向上を図り、又、優れ
た芸術を鑑賞することで知
識・教養を高める。

参加者延
べ人数

人 25002347来場者数 人 20001667Ｃ

芸能人の招致、参
加者全員の昼食支
給、リハーサルの
縮小など見直すべ
きです。

公的関
与が必
要であ
る

A B C Ｂ

村の一大イベントであるので、内容
を見直すにあたり、関係団体等の意
見を十分に聞きながら進める必要が
ある。

今後さらに調整を
図る。

Ｂ

今年度からの合同開催の実績を踏ま
え、次年度からは更なる開催効果の
上がる方法を検討する。

○

189123400
いきがい教育推
進事業

補助金事
業

生涯教育課 1,050

日本一長寿の村づくりの中
で、50歳から節目となる年
の村民が生きがいをもって
交流を図る。

参加人数 人 137 100 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

B B C Ｃ

年代により参加者数にバラつきがあ
るので、定額補助制度の見直しを検
討する。

定額補助制度の見
直し及び実施年齢
の再考を検討す
る。

Ｃ

年代で出席者にばらつきがあるた
め、事業の精査が必要である

○

190123500
地域づくりコ
ミュニティ推進
事業

一般事業 生涯教育課 564

住民及び在勤者の相互のふ
れあいの場、機会づくりと
して毎年成人の日(１月の
第２月曜日）の前日の日曜
日に成人式を行う。

参加率 ％ 100 90 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

代表者会を見直す必要がある。 代表者会の見直
し。

Ｂ

成人者が主体的に式典に参加できる
よう、代表者会の開催方法の見直し
を検討する必要がある。

○

191123600
社会教育施設活
用促進事業

一般事業 生涯教育課 973

各種教室を開催し、社教セ
ンターの利用促進を図る。

参加率 ％ 100 93 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

C B B Ｃ

アンケート実施による対象者のニー
ズ把握、講座数、定員及び参加費の
見直しが必要である。

アンケートを実施
し、満足度を調査
し、受講料の見直
しを検討する。

Ｃ

アンケート実施による対象者のニー
ズ把握、講座数、定員及び参加費の
見直しが必要である。

○

192123700
社会教育団体活
動費助成事業

補助金事
業

生涯教育課 9,380

関係団体が行う事業及び運
営に要する経費を補助し、
村の社会教育事業の推進を
図る。

小中学校
PTA活動回
数

回 115 115
文化協会
会員数

人 300 327 － －

公的関
与が必
要であ
る

B A C Ｃ

文化協会に対する運営費補助として
の事業活動の内容を見たところ補助
対象経費に対し会費が安すぎる

補助金の見直し案
を作成し、団体の
意見を集約しなが
ら見直しを検討す
る。 Ｃ

生涯学習推進に適度な公的助成が必
要であり、今後、文化協会において
は、自立に向けた助成のあり方を検
討する必要がある。

○

193123800
夏まつり運営費
助成事業

補助金事
業

生涯教育課 2,070

村民の年齢層、地区、各種
団体、性別等の枠を越え
て、村民が一堂に会し、相
互のふれあいを深めるとと
もに、明るく活力のある村
づくりの促進を図るため夏
まつりを実施する

参加人数 人 15001500 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

住民のふれあいを深める事業として
今後も継続する必要がある。

Ｂ

住民のふれあいを深める村の重要な
行事であり、活性化のために有効な
運営方法を検討する必要がある。

○

194123900
男女共同参画推
進事業

一般事業 生涯教育課 50

男女共同参画社会の形成を
めざし、男女平等及び人権
尊重の意識を深く根付かせ
る。 講演参加

人数
人 103 71 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

事業の広報活動を充実させることに
より、参加者増を図る必要がある。

広報活動の充実と
住民が積極的に参
加できる事業内容
の見直しを検討す
る。 Ｂ

男女共同参画を推進するための講演
会に関する広報活動を充実させるこ
とにより、参加者増を図る必要があ
る。

○

195124100
中央公民館管理
事務事業

一般事業 生涯教育課 20,640

中央公民館を村民が安全で
快適に利用できるよう維持
管理を行う。

開館日数 回 307 306
施設利用
者数

人 60009250－ －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

今後も継続して適正な管理をする必
要がある。

Ｂ

中央公民館ホールの利用者制限の見
直しにより、有効活用方法を検討す
る必要がある。

○

196124200
渚ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ運
営維持管理事業

一般事業 生涯教育課 412

渚コミュニティーセンター
の施設維持管理の適正化及
び整備を行うことで利便の
向上を図る。

利用回数 回 24 22 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

自治法の改正により指定管理者制度
の導入を平成18年9月までに図る必要
がある。平成18年4月1日から地区を
指定管理者とした。

上記制度の定着化
を図らなければな
らない。

Ｂ

平成18年4月1日から地区を指定管理
者とした指定管理者制度の定着化を
図る必要がある。

○
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197124300
地区公民館維持
管理助成事業

補助金事
業

生涯教育課 3,140

地区公民館の維持管理・運
営・施設の整備・新設への
取り組みにかかる費用を補
助し、地域住民の中核施設
として安全で安心に活用で
きる施設の充実を図る。

地区公民
館運営事
業交付件
数

件 15 15
耐震受験
実施件数

件 6 6 － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｃ

地区公民館運営費補助事業の継続、
耐震補強事業に対しては、県等の補
助制度の活用は有益であり、地区に
ＰＲする必要がある。

耐震補強、新築等
に助成し地域住民
の安心できる拠点
として整備を図
り、併せて県等の
補助金制度につい
ても地区にＰＲす
る必要がある。

Ｃ

本来公費を投じて運営する地区公民
館として円滑な維持管理ができるよ
う助成する必要がある。併せて耐震
補強、新築等に助成し地域住民の安
心できる拠点として整備する必要が
ある。 ◎

198124400車両管理事業 一般事業 生涯教育課 3,201

定期点検、車検等の法定点
検整備及び故障修理を行
い、常に使用し易い環境整
備を図る。

軽トラッ
ク年間利
用回数

回 240 240
公民館車
年間利用
回数

回 254 254 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

現状の維持管理を継続する。

Ｂ

公民館事業を円滑に実施するため
に、車両等の日常点検を励行し、不
良個所の早期改善を図る必要があ
る。

○

199124500
公民館分館管理
事務事業

一般事業 木場支所 3,572

体育館、テニスコート、会
議室等公民館分館の施設を
利用者に貸出、福利厚生に
努める。

利用者数 人 － 4298 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B B Ｂ

体育館（分館）の有効利用を図り事
業の推進を図る。

体育館（分館）の
有効利用を図る。

Ｂ

支所の廃止に伴い、正職員を配置せ
ず、嘱託職員が管理する方向で検討
する必要がある。

○

200124600
公民館分館施設
維持管理事業

一般事業 木場支所 3,997

公民館分館施設の点検等を
実施し、利用者の安全、安
心を図る.

施設の点
検

回 － 69
施設の開
館日数

日 － 185 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ

コスト削減に向け、利用実態を踏ま
えて閉館日の設定を見直す。

Ｃ

支所業務の廃止と利用実態に合わせ
て開館日数を減らすことで、維持管
理コストの削減を検討する必要があ
る。

▲

201124800
文化財管理事務
事業

一般事業 生涯教育課 148

村内にある文化財のうち貴
重なものについて、その保
存及び活用のため必要な措
置を講じ、村民の文化的な
資質向上の一助となるよう
図る。

指定文化
財の維持
管理件数

件 8 8 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後とも継続して適正な管理をす
る。

Ａ

指定文化財、史跡及び資料館の適正
な管理を図る必要がある。

○

202125000
郷土資料室維持
管理事業

一般事業 生涯教育課 237

郷土資料室の展示物などを
虫菌害から守り、劣化を防
ぎ、多くの村民に見学して
もらう。

入場者数 人 100 74 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

利用者数が目標値に達していないの
で、利用促進を図る必要がある。

大宝排水機場保存
館と合わせて利用
促進のＰＲ方策等
を検討する。

Ｂ

郷土資料室、大宝排水機場保存館の
利用促進のＰＲ方策等を検討する必
要がある。

○

203125100
地域民俗芸能伝
承事業

補助金事
業

生涯教育課 900

民俗芸能伝承活動の活動費
を補助することにより、地
域ぐるみでの活動の推進及
び後継者育成の推進を図
る。

参加人数 人 130 117 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

B A A Ｂ

定額補助金制度の見直しを検討する
必要がある。

定額補助制度の見
直しを検討する。

Ｂ

地区の伝統芸能を継続させるため役
割は大きく今後も継続する必要があ
るが、補助金算定方法について検討
する必要がある。

○

204125200
図書館管理運営
事業

一般事業 生涯教育課 12,776

図書館の維持管理及び設備
の充実と、図書館の環境整
備を行い、利用の促進を図
る。

図書電算
機器利用
停止回数

回 0 2
レファレ
ンスサー
ビス

件 29 29 Ｂ

他の主体による委
託など代替手法の
検討を行ってくだ
さい。

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

レファレンスサービスに対応する職
員の知識の向上を図る必要がある。

研修等により職員
の接遇面、専門技
能の向上を図る必
要がある。

Ｂ

レファレンスサービスに対応する職
員の資質の向上を図る必要がある。

○

205125300図書館整備事業 一般事業 生涯教育課 9,635

図書館利用者の多様なニー
ズに応える図書館資料の充
実と情報を提供する。

一人当た
りの資料
数

冊･点 17.3617.45
一人当た
りの貸出
数

冊・
点

14.2813.35－ －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

資料収集は、図書館運営の根幹であ
り、充実を図る必要がある。

Ｂ

利用者ニーズを的確に掌握し、図書
資料の整備計画的に基づく、資料収
集が必要である。

○
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206125400
図書館活動推進
事業

一般事業 生涯教育課 597

親子のふれあいを深める事
業を実施することにより、
地域に根ざした図書館活動
の定着化を推進する。

おはなし
会参加者
数

人 600 658
児童書貸
出数

冊・
点

1054118695Ｂ

ボランティア活動
の促進を進め、図
書館を主体として
更なる事業推進を
図ってください。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

すべての保護者に、乳幼児期の読書
の大切さを伝えることができる。

対象児人数に合わ
せて職員の参加を
減する。

Ａ

親子のふれあいを深める事業を実施
することにより、地域に根ざした図
書館活動の定着化を推進する必要が
ある。

○

207125600
社会体育総務管
理事務事業

一般事業 生涯教育課 327

スポーツ振興に要する事務
的経費であり、事業運営に
直接結びついている。

研修会の
回数

人 6 6
研修会出
席人数

6 6 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も継続する必要がある

Ａ

社会体育事業の振興を図るために、
各種団体への情報提供を充実させる
必要がある。

○

208125700
各種大会開催事
業

一般事業 生涯教育課 1,704

村民が一同に会し、大会を
通じてスポーツに親しむと
ともに健康づくりに努め、
合せて地域村内の世代間を
越えた交流と親睦を図るこ
とを目指し開催する。

村民体育
祭参加人
数

人 25002300
村綱引大
会参加人
数

210 144 － －

公的関
与が必
要であ
る

C C C Ｃ

村綱引大会について今後のあり方に
ついて検討するが村民体育祭は現状
通り行う

村綱引大会につい
て今後のあり方に
ついて検討するが
村民体育祭は現状
どおり行う Ｃ

綱引き大会の今後のあり方につい
て、関係競技団体と協議が必要であ
る。

○

209125800各種委員会 一般事業 生涯教育課 1,568

村民のスポーツ活動の普及
を図り、スポーツに関する
行事、各地区でのスポーツ
に親しむ機会の充実を図
る。

体指活動
回数

回 8 8

生涯ス
ポーツ推
進委員活
動回数

回 4 4 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も継続する必要がある

Ｃ

生涯スポーツ推進員と生涯学習推進
員の統合について検討する必要があ
る。

○

210125900
スポーツ教室開
催事業

一般事業 生涯教育課 1,604

地域住民を対象にｽﾎﾟｰﾂやﾚ
ｸﾘｴｰｼｮﾝ活動を通じて、健
康づくりと体力つくりを実
践し、心身の健全育成を図
るとともに世代間を越えた
地域の交流と親睦を目指
す。ｽﾎﾟｰﾂを通じて村の活
性化を図り、合わせて生涯

参加者数 人 145 133 － － － － Ｂ

保護者の時間的負
担等の課題解決の
ために事業方法を
見直す時期です。

公的関
与が必
要であ
る

C A B Ｃ

対象者の見直しとともに、内容及び
受益者負担を見直す必要がある。

対象者の見直しと
ともに、内容及び
受益者負担の見直
しを図る。

Ｃ

生涯スポーツの振興の見地から事業
内容の見直しを図るとともに、適正
な受益者負担についても検討する必
要がある。

○

211126100
社会体育団体活
動費助成事業

補助金事
業

生涯教育課 5,061

年齢・競技レベルにかかわ
らず、各種スポーツ活動が
展開され、村民のスポーツ
活動への参加を推進する。

加盟者数 人 750 733加盟者数 人 160 167 － －

公的関
与が必
要であ
る

D A C Ｃ

補助金の算定方法を見直し、予算を
削減する必要がある。

減免基準の見直し

Ｃ

他町村と比較して補助額が過大に
なっている部分については、実施事
業の内容を参考に検討する必要があ
る。なお、スポ少については、青少
年の健全育成に大いに貢献しており
継続して助成する必要がある。

○

212126200
社会体育施設管
理事務事業

一般事業 生涯教育課 11,032

各施設を村民が安全で快適
に利用できる環境を確保す
る。

利用稼働
率（総合
体育館）

％ 70 57
利用稼働
率（運動
広場）

％ 40 40 Ｃ

1次評価の改善計画
に加え、利用率向
上のために、利用
制限の存廃につい
て検討すべきで
す。

公的関
与が必
要であ
る

A B B Ｃ

使用料及び減免基準については検討
する余地がある

利用基準の見直し

Ｃ

使用料及び減免基準については検討
する必要がある

○

213126300
温水プール維持
管理事務事業

一般事業 生涯教育課 180,487

一年を通して利用者が水と
親しみ、遊びながら体力つ
くりと健康維持増進がで
き、安全で安心して遊泳で
きるよう、水質を確保し設
備の維持を図る。

開館日数 日 237 235入場者数 人 10000070312－ －

公的関
与が必
要であ
る

A A C Ｃ

コスト削減に向けて、検討していく
必要がある。

指定管理者制度導
入に向けて、検討
する。

Ｃ

光熱水費を別計算できるようにし
て、その上で２０年度以降の指定管
理者制度を目指して検討してくださ
い

○

214200100
国保管理事務事
業

一般事業 住民課 7,796

国保の事業を円滑に遂行
し、即時処理により異動、
賦課、検索及び保険証の交
付事務を適正に行う。 保険証発

行枚数
件 － 1054 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も国保管理事業の健全な推進を
図る。

Ａ

国保の事業を円滑に遂行し、即時処
理により異動、賦課、検索及び保険
証の交付事務を適正に行う必要があ
る。

○



平成１８年度事務事業(平成１７年度実施事業）評価総括一覧

※１　総合評価　Ａ：計画どおり事業を進めることが適当、Ｂ：事業の進め方等に改善は必要、Ｃ：事業規模、内容、実施主体の見直しが、Ｄ：事業の統合、休・廃止の検討が必要

※２　次年度優先度　　◎拡充、増額、○：今年度並み、▲：縮小、減額、×：休止、廃止

１次評価

指標名 単位 目標 実績 指標名 単位 目標 実績 総評 コメント 必要性 妥当性 有効性 効率性 総評 コメント 今後の改革改善計画 総評 コメント 優先度
所属名称

前年度評価 1次評価 ２次評価委員会
H17事業費
(千円）

事業の意図
成果指標① 成果指標②

ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別

215200500
賦課徴収事務事
業

一般事業 住民課 2,097

国保税の賦課、徴収を正確
に行う。

収納率 ％ 98 98.15－ － － － Ｂ
1次評価にある改善
計画に沿って進め
てください。

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も賦課徴収事業の推進を図る。

Ａ

国保税の賦課、徴収を適正に行う必
要がある。

○

216200700
健康世帯表彰事
業

一般事業 住民課 84

自ら健康管理を十分に行
い、他の模範となる者を表
彰する。

被表彰世
帯数

世帯 17 13
保険だよ
りにより
周知回数

回 1 1 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も健康世帯表彰事業の健全な推
進を図る。

Ａ

模範となる健康世帯の表彰を継続し
て実施する必要がある。

○

217200800
一般被保険者療
養給付費

一般事業 住民課 190,738

被保険者の健康の向上に寄
与する。給付事務を適正に
行う。

療養給付
費支給件
数

件 1330313031－ － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も一般被保険者療養給付費の健
全な推進を図る。

Ａ

一般被保険者療養給付費の給付事務
を適正に行う必要がある。

○

218200900
退職被保険者等
療養給付費

一般事業 住民課 49,272

被保険者の健康の向上に寄
与する。給付事務を適正に
行う。

療養給付
費支給件
数

件 28652942 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も退職被保険者等療養給付費の
健全な推進を図る。

Ａ

退職被保険者等療養給付費の給付事
務を適正に行う必要がある。

○

219201000
一般被保険者療
養費

一般事業 住民課 4,287

被保険者の健康の向上に寄
与する。給付事務を適正に
行う。

療養費支
給件数

件 766 808 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も一般被保険者療養費の健全な
推進を図る。

Ａ

一般被保険者療養費の給付事務を適
正に行う必要がある。

○

220201100
退職被保険者等
療養費

一般事業 住民課 1,583

被保険者の健康の向上に寄
与する。給付事務を適正に
行う。

療養費支
給件数

件 225 252 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も退職被保険者等療養費の健全
な推進を図る。

Ａ

退職被保険者等療養費の給付事務を
適正に行う必要がある。

○

221201300
一般被保険者高
額療養費

一般事業 住民課 17,443

被保険者の健康の向上に寄
与する。給付事務を適正に
行う。

高額療養
費支給額

千円 1996017443－ － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も一般被保険者高額療養費の健
全な推進を図る。

Ａ

一般被保険者高額療養費の給付事務
を適正に行う必要がある。

○

222201400
退職被保険者等
高額療養費

一般事業 住民課 2,508

被保険者の健康の向上に寄
与する。給付事務を適正に
行う。

高額療養
費支給額

千円 26002508 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も退職被保険者等高額療養費の
健全な推進を図る。

Ａ

退職被保険者等高額療養費の給付事
務を適正に行う必要がある。

○

223201500
一般被保険者移
送費

一般事業 住民課 0

被保険者の健康の向上に寄
与する。給付事務を適正に
行う。

移送費支
給額

千円 50 0 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も一般被保険者移送費の健全な
推進を図る。

Ａ

一般被保険者移送費の給付事務を適
正に行う必要がある。

○



平成１８年度事務事業(平成１７年度実施事業）評価総括一覧
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１次評価

指標名 単位 目標 実績 指標名 単位 目標 実績 総評 コメント 必要性 妥当性 有効性 効率性 総評 コメント 今後の改革改善計画 総評 コメント 優先度
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前年度評価 1次評価 ２次評価委員会
H17事業費
(千円）

事業の意図
成果指標① 成果指標②

ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別

224201600
退職被保険者等
移送費

一般事業 住民課 0

被保険者の健康の向上に寄
与する。給付事務を適正に
行う。

移送費支
給額

千円 50 0 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も退職被保険者等移送費の健全
な推進を図る。

Ａ

退職被保険者等移送費の給付事務を
適正に行う必要がある。

○

225201700出産育児一時金 一般事業 住民課 2,100

被保険者の健康の向上に寄
与する。給付事務を適正に
行う。

出産育児
一時金支
給件数

件 8 7 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も出産育児一時金の健全な推進
を図る。

Ａ

出産育児一時金の給付事務を適正に
行う必要がある。

○

226201800葬祭費 一般事業 住民課 3,500

給付事務を適正に行う。

葬祭費支
給件数

件 24 35 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も葬祭費事務を適正に処理す
る。

Ａ

葬祭費の給付事務を適正に行う必要
がある。

○

227202500
国保保健衛生普
及事務事業

一般事業 住民課 444

健康管理や健康づくりの情
報を提供する。

保険だよ
り発行部
数

部 36003600
医療費通
知件数(年
6回）

件 － 3612－ －

公的関
与が必
要であ
る

A B A Ｂ

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載して周知し、情報提
供をする。

ホームページに掲
載して周知し、情
報提供をする。

Ｂ

国民健康保険被保険者の保健衛生普
及のために、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼ等で情報提供を
する必要がある。

○

228202600
支払準備基金積
立金

一般事業 住民課 5,002

適正に処理をする。

支払い準
備基金積
立金額

円 5E+065E+06－ － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も支払準備基金積立金事務を適
正に処理する。

Ａ

今後も支払準備基金積立金事務を適
正に処理する必要がある。

○

229202700
一般被保険者保
険税還付金

一般事業 住民課 274

過年度に資格を喪失した一
般被保険者への還付金の適
正な対応

還付件数 件 － 7 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も一般被保険者保険税還付金事
務を適正に処理する。

Ａ

過年度に資格を喪失した一般被保険
者への還付金の適正に必要がある。

○

230202800
退職被保険者等
保険税還付金

一般事業 住民課 0

過年度に資格を喪失した退
職被保険者等への還付金の
適正な対応

還付件数 件 － 0 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

今後も退職被保険者等保険税還付金
事務を適正に処理する。

Ａ

過年度に資格を喪失した退職被保険
者等への還付金の適正に必要があ
る。

○

231400200
宅内排水設備工
事費補助事業

補助金事
業

建設課 1,260

宅内排水設備工事における
助成事業。
元起地区内における集落排
水処理施設未接続世帯の早
期接続を促し、接続率の向
上をめざす。

元起地区
内におけ
る、集排
施設への
接続戸数

戸 60 14 － － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A B D Ｄ

元起地区の接続期限である平成18年
度末までの制度である。

未接続の住民や施
工業者に対して、
補助事業の内容
（期限付き）・意
義等の更なる周知
を実施していく。

Ｄ

元起地区の接続期限が平成18年度末
であり、補助金制度を廃止する

×

232400300
処理施設維持管
理事業

一般事業 建設課 60,948

集落排水処理施設の適切な
維持管理を行い、受益者の
生活環境の向上及び公共用
水域の水質保全に寄与す
る。 放流水質

結果
mg／
ｌ

BOD-20
COD-30
SS-50

BOD-
15.5
COD-
16.8
SS-6.3

－ － － － Ａ
1次評価にある改善
計画に沿って進め
てください。

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

現在の放流水質は基準値を満たして
いるが、更なる水質向上を目指すべ
きである。また、同時にコスト削減
という観点も持ち続けなければなら
ない。

コストバランスの
観点から、近隣市
町と同様に水道使
用量で使用料を算
定する等、料金設
定の見直しを検討
していかなくては
ならない。

Ｂ

コストバランスの観点から、近隣市
町と同様に水道使用量で使用料を算
定する等、料金設定の見直しを検討
する必要がある。

○



平成１８年度事務事業(平成１７年度実施事業）評価総括一覧

※１　総合評価　Ａ：計画どおり事業を進めることが適当、Ｂ：事業の進め方等に改善は必要、Ｃ：事業規模、内容、実施主体の見直しが、Ｄ：事業の統合、休・廃止の検討が必要

※２　次年度優先度　　◎拡充、増額、○：今年度並み、▲：縮小、減額、×：休止、廃止

１次評価

指標名 単位 目標 実績 指標名 単位 目標 実績 総評 コメント 必要性 妥当性 有効性 効率性 総評 コメント 今後の改革改善計画 総評 コメント 優先度
所属名称

前年度評価 1次評価 ２次評価委員会
H17事業費
(千円）

事業の意図
成果指標① 成果指標②

ＮＯ 事業番号 事業名 事業種別

233400400
処理施設修繕事
業

一般事業 建設課 20,091

集落排水処理施設の機能を
維持し安定した水質保全の
ため、老朽化した施設機器
等の整備・更新を実施する
ことにより、良好な放流水
質を確保する。

放流水質
結果

mg／
ｌ

BOD-20
COD-30
SS-50

BOD-
15.5
COD-
16.8
SS-6.3

－ － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

処理施設の計画的な修繕・補修工事
等により、公共用水域の良好な水質
保全が図られている。今後も計画的
な修繕・補修工事等を実施してい
く。 Ａ

処理施設の計画的な修繕・補修工事
等により、公共用水域の良好な水質
保全を図るために、今後も計画的な
修繕・補修工事等を実施していく必
要がある。 ○

234400600
処理施設建設事
業

施設整備
事業

建設課 29,399

老朽化した設備の保全を図
るため、設備の更新及び改
良を行う。また、新規加入
者においては公共桝を設置
し、生活環境の向上及び公
共用水域の水質保全を図
る。

放流水質
結果

mg／
ｌ

BOD-20
COD-30
SS-50

BOD-
15.5
COD-
16.8
SS-6.3

－ － － － － －

公的関
与が必
要であ
る

A A A Ａ

老朽化した設備の計画的な更新及び
改良や新規加入者の公共桝設置によ
り、施設設備や水質の保全が図られ
ている。今後も計画的な設備の整
備・更新を実施し、公共水域の水質
保全が求められている。

機能の低下した施
設を順次改良し、
良好な放流水質を
得るとともに、施
設の安定化を図
る。

Ａ

水質の保全を図るために、今後も計
画的に老朽化した設備の更新や改良
及び新規加入者の公共桝への接続を
推進する必要がある。

○

235600200賦課徴収事業 一般事業 保健福祉課 365

介護保険料の徴収にかかる
通信運搬費、口座振替手数
料等の支払事務を円滑に実
施する。

1号被保険
者全体保
険料徴収
率

％ 10099.46

普通徴収
者の口座
振替契約
割合

％ 100 56 － －

公的関
与が必
要であ
る

A A B Ｂ

滞納整理事務の全庁的な統合 滞納整理事務の全
庁的な統合

Ｂ

介護保険料未納者の滞納整理事務を
適正かつ円滑に行うために、全庁的
な滞納整理事務の統合を検討する必
要がある。

○


